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は じ め に

スルホニルウレア系除草剤（以下，SU剤）は，非イ

ネ科一年生雑草および多年生雑草に対して低薬量で優れ

た除草効果を示すことから，１９８７年の登録８）以来，ほと

んどの水稲用初中期一発処理除草剤（以下，一発処理剤）

の基本成分として含有されている。しかし，１９９６年北海

道において，SU剤に抵抗性を持つ雑草の出現１０）が報告

されて以来，全国的に複数の草種で SU剤抵抗性（以下，

SU－R）雑草の発生が報告されている２，３，４，７，９，１１，１３，１５）。

本県では，２００１年吉野川中流域において一発処理剤を

適正に使用したにもかかわらず，イヌホタルイのみが全

面に残草する異常な水田が認められたため，SU－Rの有

無を検定したところ，SU－R雑草であることを確認した。

また，この隣接水田においてもイヌホタルイの残草がみ

られ，その量があまりにも多いため，水稲の栽培意欲を

喪失する生産者もみられた。

そこで，SU－R雑草対策を目的に２００２年～２００５年に

その発生状況，および草種別に有効な除草剤成分の検索

を実施した結果，有用な知見を得たので報告する。

調 査 方 法

１ SU－R雑草発生状況調査

SU－R雑草発生水田では，薬剤処理および水管理が

適正に行われていても，観察上特異的に単一草種が残草

徳島県におけるスルホニルウレア系
除草剤抵抗性雑草の発生と対策

山本善太＊・中野理子＊＊

Occurrence of sulfonylurea resistant weeds in rice fields and the

efficacy of several herbicides on it in Tokushima prefecture.

Zenta YAMAMOTO and Riko NAKANO

要 約

山本善太・中野理子（２００８）：徳島県におけるスルホニルウレア系除草剤抵抗性雑草の発

生と対策．徳島農研報（５）：１～６

徳島県におけるスルホニルウレア系除草剤抵抗性雑草の発生状況，並びに各草種に有効

な除草剤成分の検索を実施した。

発生を確認した草種は，イヌホタルイ，コナギおよびアゼナであった。発生地域は，吉

野川中～下流域および東部沿岸地域であった。

有効な除草剤成分は，イヌホタルイに対してはブロモブチド，ベンゾビシクロン，コナ

ギに対してはクロメプロップ，ブロモブチド，ベンゾビシクロン，アゼナに対してはカフェ

ンストロール，クロメプロップ，テニルクロール，プレチラクロール，ペントキサゾンで

あった。

キーワード：スルホニルウレア系除草剤抵抗性雑草，イヌホタルイ，コナギ，アゼナ
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する場合が多い。このような水田について，２００２年～２００５

年にかけて，農業支援センター，農協，生産者からの情

報を基に残草を採取し，農業研究所内で発根法６，１４）によ

る簡易検定を行った。すなわち，残草採取後，速やかに

根部等を水洗し，根を約１cmに切り揃え，SU剤チフェ

ンスルフロンメチル０．３７５ppm溶液，および対照として

水道水をそれぞれ水深２～３cmとなるように入れたガ

ラス容器に各３個体の基部を浸漬した。約７日間ガラス

温室内に静置した後，新根発生の有無を観察し，第１表

の判定基準に従い，SU－R雑草と SU剤感受性（以下，

SU－S）雑草を判別した。

また，水稲収穫後等で残草が採取できない場合は水田

土壌を採取し，風乾砕土後フルーツパック（約８００cm３）

に約３cm充填し，温室内において注水，攪拌を行い，

対象雑草の処理適正葉齢時に SU剤ベンスルフロンメチ

ル（BSM）の標準薬量（５．１gai／１０a）を処理し，その

後の生育を調査した（以下，剤処理法）。

なお，発根法については２反復，剤処理法は３反復と

し，減水に対しては適宜加水した。

２ SU－R雑草に有効な除草剤成分の選定

第２表に選定圃場の耕種等概況を示した。

発生状況調査により SU－Rを確認したイヌホタルイ，

コナギおよびアゼナについて，県内で流通している除草

剤成分のうち SU成分以外で有効と考えられる成分を研

究成果１，１２）等から選定し，これを含有する一発処理剤を

イヌホタルイ，コナギは SU－R雑草発生水田において

除草効果を比較した。アゼナについては SU－R雑草発

生水田から土壌を採取し，農業研究所内において除草効

果を比較した。また，対照として有効と考えられる成分

を含まない SU剤処理区を設けた。なお，供試剤は，２００５

年のテニルクロールについては５％溶液（原体０．５７５g

をアセトンで１００mLに定量）を作成し，その１mL溶液

を処理した。その他は製剤の標準薬量を処理した。残草

調査は，０．２５㎡×２カ所の残草を抜き取り，風乾後，本

数・重量を測定し，㎡換算した。反復は設けなかった。

調 査 結 果

１ SU－R雑草発生状況調査

特異的に単一雑草の残草がみられた７５圃場について発

根法，剤処理法による SU－Rの有無を検定したとこ

ろ，１６圃場で SU－Rが認められ，その草種はイヌホタ

ルイ，コナギ，アゼナであった（第３表）。また，発生

地域は吉野川中・下流域および東部沿岸地域であった

（第１図）。

２ 有効な除草剤成分の検索

１）山川町 SU－Rイヌホタルイ（２００２年）

当水田は，農家の都合により５月１０日頃に入水したた

め，剤処理時にはかなりの密度でイヌホタルイが発生し

ていた。また，その葉齢は３葉期に達しているものもみ

られた。

残草調査結果は，D剤は概ね４葉期程度で生育停止し

ていた。また，B剤は無処理比９％の残草であったが，

それらには強い抑制が認められ，その後の再生は不能と

考えられた。A，C剤および対照区である E剤は，花茎

抽出がみられた。また，残草は草丈が約２０cmと１０cm

のものに大別され，前者は生育抑制等はみられず，後者

には奇形葉や下位葉の抑制が観察された。

第１表 発根法による判定基準

発根の有無
判定

処理区 対照区

有 有 SU－R

無 有 SU－S

有 無 不明

無 無 不明

第２表 SU－R雑草に有効な除草剤成分の選定圃場耕種等概況

年 地域 草種
代かき時期
（月．日）

水稲移植時期
（月．日）

剤処理時期
（月．日）

剤処理時葉齢１）

（L）
区面積２）

（㎡）
残草調査時期
（月．日）

２００２ 山川町 イヌホタルイ ５．２５ ５．２７ ６．４ ３．０（１．７） ８０ ６．２６

２００４ 阿南市 コナギ ４．２０ ４．２２ ５．１ １．２（０．８） ３０ ５．２７

２００５ 徳島市 アゼナ ９．３ － ９．１０ 子葉期 ０．２３ １１．１

注１）最高葉齢。（ ）内は平均葉齢。
２）２００２，２００４年はアゼシートにより区設定。２００５年は０．２３㎡のプラスチック容器で実施。

第３表 SU－R発生状況調査結果

草種 検定圃場数
検定結果（圃場数）
SU－R SU－S 不明

イヌホタルイ ５８ １１ ４０ ７

コナギ １０ ２ ８ ０

アゼナ ７ ３ ３ １

合計 ７５ １６ ５１ ８

－２－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



以上から，当初有効と考えられた成分のうち，ブロ

モブチド，ベンゾビシクロンはイヌホタルイに対して

卓効を示したが，クロメプロップは効果が劣った（第

４表，第２図）。

第４表 山川町におけるSU－Rイヌホタルイ調査結果

薬剤
含有成分
（％）

残草調査結果（／㎡）

本数
（本）

乾物重
（g）

同左無処理比
（％）

A オキサジクロメホン（１．２） クロメプロップ（７．０）
ベンスルフロンメチル（１．０）

３，５８６ ４５．２ １０４

B ピリミノバックメチル（０．５） ブロモブチド（１７．０）
ベンスルフロンメチル（０．９） ペントキサゾン（２．８）

１，１２４ ３．９ ９

C インダノファン（３．０） クロメプロップ（７．０）
ベンスルフロンメチル（１．０）

７８２ １５．２ ３５

D フェントラザミド（３．７） ベンゾビシクロン（３．７）
ベンゾフェナップ（１４．７）

８ ０．２ t

E オキサジクロメホン（０．８）
ベンスルフロンメチル（０．５）

１，７８６ ２９．０ ６７

無処理 １，９７４ ４３．４ １００

注１）下線：有効と考えられた成分。
２）t：１％未満。

第１図 SU－R発生状況

－３－徳島県におけるスルホニルウレア系除草剤抵抗性雑草の発生と対策



２）阿南市 SU－Rコナギ（２００４年）

F，G剤は残草が認められなかった。H剤は無処理よ

り葉齢が１～２齢小さかったが，区全体に残草が認めら

れた。対照区である I剤は残草量が多く，部分的に無処

理と同程度の密度であった。また，データは採取してい

ないが，番外で使用した一発処理剤は残草がほとんど見

られず，高い効果が認められた。これは H剤との比較

により，ブロモブチドが有効成分であると考えられた。

以上から，当初有効と考えられた成分のうち，クロメ

プロップ，ブロモブチド，ベンゾビシクロンはコナギに

対して卓効を示したが，ペントキサゾンは効果が劣った

（第５表，第３図）。

３）徳島市 SU－Rアゼナ（２００５年）

供試した５剤ともアゼナの残草は認められず，有効で

あった。

J剤は O剤との比較からクロメプロップが有効成分であ

ると考えられた。なお，O剤で残草したアゼナには生育

抑制が観察されたが，枯死には至らなかった（第６表）。

考 察

発生状況調査における SU－R雑草種および発生圃場

数は，イヌホタルイ１１圃場，コナギ２圃場，アゼナ３圃

場であり，検定数および SU－R雑草発生圃場数ともイ

ヌホタルイが圧倒的に多かった。

SU－R雑草の発生地域は吉野川中～下流域および東

部沿岸地域であった。そのうち，隣接水田等に蔓延して

いる地区が３地区認められた。本県では，これまでも難

防除雑草の種子等が水系を介して拡散し問題化した経緯

があり，SU－R雑草についても同様の危険性があると

考えられ，地域として対策が必要な場合も生じると思わ

れる。

第５表 阿南市におけるSU－Rコナギ調査結果

薬剤
含有成分
（％）

残草調査結果（／㎡）

本数
（本）

乾物重
（g）

同左無処理比
（％）

F オキサジクロメホン（１．２） クロメプロップ（７）
ベンスルフロンメチル（１）

０ ０ ０

G フェントラザミド（３．７） ベンゾビシクロン（３．７）
ベンゾフェナップ（１４．７）

０ ０ ０

H イマゾスルフロン（１．７） ダイムロン（２８）
ペントキサゾン（７．３）

４８ ０．６ ３

I イマゾスルフロン（１．７） オキサジクロメホン（１．２）
ダイムロン（１８）

１９４ １３．２ ６９

無処理 ２９８ １９．０ １００

注１）番外：ピリミノバックメチル（０．５６） ブロモブチド（１７） ベンスルフロンメチル（０．９３） ペントキサゾン（２．８）混合剤を散布。
２）下線：有効と考えられた成分。

第２図 山川町におけるSU－Rイヌホタルイ残草状況（処理２２日目）

無 処 理 区

－４－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



イヌホタルイの検定数が圧倒的に多かったことは，当

草種が本県で難防除化しているためと考えられる。イヌ

ホタルイの種子は通常１０年以上その発芽能力を維持し続

けることから５），SU－Rを含むイヌホタルイ多発田では，

対策成分を含有した一発処理剤の使用，および後次発生

に対する中後期剤の処理などの体系的な防除を複数年継

続する必要がある。また，発生を確認していない地域に

ついても，今後発生が確認される可能性がある。

各 SU－R雑草に対する有効な除草剤成分の調査は，

対象草種に対して卓効であること，および本県の水稲栽

培の実態に適することを条件として剤の選定を行った。

すなわち，対象草種に取りこぼしがあった場合，新たな

種子等が発生し，翌年以降の発生源になる可能性がある。

また，本県の水稲移植期は３月下旬から６月中旬という

比較的長期間に亘ることから，始期の低温期においても

安定した効果が期待できることが必要である。また終期

頃においては，雑草の葉齢進展速度が速まっていること

から，処理時に適用葉齢を超過していることも想定され，

これらの場面においても卓効を示すことが必要であると

考えられる。更には，本県での流通量が比較的多く，生

産者が入手し易い剤であることが必要である。特にイヌ

ホタルイについては，本県で難防除化しつつあるという

実態もあり，本調査において効果が不安定であったクロ

メプロップは対策成分から除外した。

第３図 阿南市SU－Rコナギ残草状況（処理２２日目）

第６表 徳島市におけるSU－Rアゼナ調査結果（農業研究所内）

薬剤
含有成分
（％）

残草調査結果（／㎡）

本数
（本）

乾物重
（g）

同左無処理比
（％）

J オキサジクロメホン（１．２） クロメプロップ（７） ベンスルフロンメチル（１） ０ ０ ０

K プレチラクロール（１２．０） ０ ０ ０

L ペントキサゾン（２．９） ０ ０ ０

M テニルクロール（５） ０ ０ ０

N カフェンストロール（４．２） ０ ０ ０

O オキサジクロメホン（０．８）ベンスルフロンメチル（０．５１） ３，２０９ ４０ １０

P ベンスルフロンメチル（０．５１） ６，７４３ ３８１ １００

注）下線：有効と考えられた成分。

F G H

I 無処理区 調査区概観
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本調査に係る聞き取り等によると，生産者は経験的に

効果の高かった一発処理剤を連用する傾向が窺われた。

また，SU－Rの発生要因について，内野は，自然状態

では１／１０６程度の頻度で何らかの変異が発生しており，

SU剤だけに頼った対策を続ければ，その選択圧により，

いつかは必ず SU－Rが発生する５）としている。これらか

ら推察すると，SU剤が優れた剤であるが故に多投され

たことが SU－Rの発生要因となったものと考えられる。

しかし，一発処理剤には SU成分以外の成分も含有され

ていることから，同一剤を連用することなく，他の剤と

ローテーション使用することで SU－Rの発生を未然に

防ぐことができると考えられる。ただし，一般の生産者

は，例えば栽培暦に掲載されている一発処理剤を無意識

に使用している場合が多いように思われるので，関係機

関等がこのような情報を生産者に提供することが重要で

ある。

当調査にあたっては，デュポンファームソリューショ

ン株式会社末富 勉氏，並びに野村真一郎氏に多大なご

支援を頂きました。ここに謹んでお礼を申し上げます。

摘 要

徳島県におけるスルホニルウレア系除草剤抵抗性雑草

の発生状況，および各草種に有効な除草剤成分の検索に

ついて発根法，剤処理法，および SU－R雑草発生圃場

における剤比較により行った。

１ 徳島県内で発生を確認したスルホニルウレア系除草

剤抵抗性雑草種は，イヌホタルイ，コナギ，アゼナで

あった。

２ 発生地域は，吉野川中～下流域，および東部沿岸部

であった。

３ 各草種に有効な除草剤成分は，イヌホタルイに対し

てはブロモブチド，ベンゾビシクロン，コナギに対し

てはクロメプロップ，ブロモブチド，ベンゾビシクロ

ン，アゼナに対してはカフェンストロール，クロメプ

ロップ，テニルクロール，プレチラクロール，ペント

キサゾンであった。
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は じ め に

本県の吉野川下流域の砂地畑は，以前から「高系１４号」

の芽状変異系統から選抜した系統である「なると金時」

を栽培し，青果用サツマイモの産地となっている。１９７３

年に鳴門市とその周辺の砂地畑で栽培されているサツマ

イモの塊根に黒斑症状が発生した。１９８６年に鈴井ら１５）に

より放線菌 Streptomyces ipomoeae によるサツマイモ立枯

病として報告された。その後，１９９１年に貞野ら１４）は現地

で発生している黒斑症状部から放線菌 Streptomyces

ipomoeae を分離することで病原性を確認し，立枯病の

発生を明らかにした。本県ではこの病害に対する防除対

策として福西のクロルピクリン剤のマルチ畦内消毒１），２）

や金磯らによる各種資材の活用６，７，８，９）や土壌水分に関し

て１０）クロルピクリン剤の処理方法を中心に取り組んでき

た。また，サツマイモの立枯病抵抗性系統を効率的に選

抜するために井内ら４）は簡易検定法の開発を行った。

筆者らは本県砂地畑で問題となっているサツマイモ立

枯病に抵抗性のある品種を育成するために１９９４年までに

サツマイモの多くの系統を収集した。１９９５年からキダチ

アサガオを台木として接木を行い，サツマイモを開花，

交配して種子を得た。その後，実生個体をクロルピクリ

ン剤を処理していない圃場で一次選抜を行い，生産性・

品質の調査，立枯病激発圃場での耐病性の調査を行い，

サツマイモ立枯病抵抗性の新系統
「サツマイモ徳島１号」

川村泰史＊・新居宏延＊＊・吉原 均＊＊＊・吉村健二＊＊＊・

井内美砂＊＊＊＊・後藤昭文＊＊・隔山普宣＊＊＊・小川純一＊＊＊＊＊

A new sweetpotato（Ipomoea batatas L .）cultivar

`SATUMAIMOTOKUSHIMAICHIGOU'

resistance to sweet potato root rot disease

Hirofumi KAWAMURA* , Hironobu NII** , Hitoshi YOSHIHARA*** , Kenji YOSHIMURA***,

Misa IUCHI****, Akifumi GOTO** , Hironobu KAKUYAMA*** and Junichi OGAWA*****

要 約

川村泰史・新居宏延・吉原 均・吉村健二・井内美砂・後藤昭文・隔山普宣・小川純一

（２００８）：サツマイモ立枯病抵抗性の新系統「サツマイモ徳島１号」．徳島農研報（５）：７～１５

砂地畑のマルチ栽培に適し，立枯病抵抗性があり，外観品質に優れ，良食味で多収な青

果用サツマイモ品種を育成するため，「九州１１２号」を種子親，「高系１４号」を花粉親とした

交配の後代から選抜し「サツマイモ徳島１号」とした。

上いも重が高く，早掘適性，遅植適性，耐肥性が高い特性がある。また，立枯病，ネコ

ブセンチュウ，ネグサレセンチュウにも抵抗性があり，立枯病が発生している連作地での

栽培が期待される。

キーワード：サツマイモ，立枯病抵抗性，早掘適性，晩植適性，耐肥性

�
�
徳島農研報 No.５
７～１５ ２００８

�
�

＊現 農業大学校 ＊＊現 高度専門技術支援担当 ＊＊＊現 東部農林水産局 ＊＊＊＊現 西部総合県民局農林水産部
＊＊＊＊＊現 とくしまブランド戦略課
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立枯病抵抗性が高く，砂地畑で品質の優れた系統を育成

し，「サツマイモ徳島１号」と命名した。よって，その

来歴，育成経過，特性等について取りまとめたので報告

する。

試 験 方 法

１ 来歴

「サツマイモ徳島１号」（以下「徳島１号」と略す）

は，「九州１１２号」を種子親，「なると金時」（高系１４号の

芽状変異からの選抜系統，以下「高系１４号」）を花粉親

とした交配の後代（交配番号９６１０－１０）から，立枯病抵

抗性，外観品質，食味，収量性に着目して選抜した系統

である。

交配は１９９６年に徳島県立農業試験場ハウス（徳島県名

西郡石井町石井）で実施した。１９９７年に交配種子を播種

し，実生個体選抜試験を実施以降，系統選抜試験，耐病

性（立枯病抵抗性）試験，定植時期試験，耐肥性試験を

実施した。

２０００年以降，「徳系１」として鳴門市農業センター等

で現地適応性試験に供した。

１）実生個体選抜試験

育苗トレイ・培土：ビーポット（１６穴）・与作 N－１５０

播種：１９９７年２月２８日

定植時の選抜方法：

定植時に生育不良，つる性，根が白い個体を淘汰し，

生育良好で根が濃赤紫色のものを選抜する。

植付月日：６月２日

収穫月日：１０月１日

栽培密度（cm）：畦幅７５cm，株間４０cm，１条植え

施肥量（窒素：燐酸：加里）（kg/a）＝０．４：３．７：１．７

収穫時の選抜方法：

収穫時にいもの形状，外観品質，皮色，肉色の良い

個体を選抜し，選抜した個体を蒸しいもにして肉色，

食味を調査した。

２）系統選抜試験

耕種概要については第１表の（１）のとおりである。

３）耐病性試験

耕種概要については第１表の（２）のとおりである。

クロルピクリン剤は処理せず，乾燥しやすい条件の圃

場で実施した。

４）定植時期試験

耕種概要については第１表の（３）のとおりである。

５）耐肥性試験

耕種概要については第１表の（３）のとおりである。

２ 系譜

下段が花粉親
九系３６

ベニアズマ

シャム

ナンシーホール

九州１１２号

高系１４号

サツマイモ徳島１号

上段が種子親

交 配：１９９６年 徳島県立農業試験場育種科

実生以降：１９９７年～２０００年 徳島県立農業試験場育種科

２００１年～２００４年 徳島県立農林水産総合技術

センター農業研究所 栽培

育種担当

系統番号：９６１０－１０

２０００年より「サツマイモ徳系１」

２００４年より「サツマイモ徳島１号」

試 験 結 果

１ 形態的特性

２００３年に調査した「サツマイモ徳島１号」の種苗法に

よる品種特性分類調査による特性概要については第２表

に示した。また，第１図と第２図に「サツマイモ徳島１

号」の地上部と地下部の状況を写真で示した。

圃場における草型は「匍匐型」，巻つる性は「無」，頂

葉色は「褐」で葉色は「緑」，葉形は「波・葉状心臓形」

である。茎及び節の着色はいずれも「中」，葉脈の着色

は「無」で，蜜腺の着色は「無」である。茎の太さは「中」，

長さは「やや短」である。

生育特性調査について第３表－１に示した。

藷梗の長さは「短」，強さは「中」である。いもの形

状は「長紡錘形」で形状整否及び大小整否はいずれも

「整」である。条溝，裂開及び皮脈は「無」で外観は「や

や上」である。いもの皮色は「濃赤紫」，肉色は「淡黄」

でうん及びカロチンは「無」である。対照品種である「高

系１４号」，「ベニアズマ」と比較して頂葉色が紫褐色であ

ることにより容易に識別可能である。また，いもについ

ては揃いが良くてやや小さめ，濃赤紫色がやや濃い目に

出てくるのが特徴である。

２ 生態的特性

萌芽性の調査結果について第３表－２に示した。

萌芽の多少は「中」，萌芽の揃いは「やや整」，萌芽及

び伸長の遅速は「中」，萌芽の多少は「中」でこれらを

総合して萌芽性は「中」である。対照品種である「高系

１４号」，「ベニアズマ」と比較して芽数が多く，つる長も

長く萌芽性は良かった。
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それぞれの試験の収穫物調査特性について第４表に示

した。

育成地における上いも重は，「ベニアズマ」より９％

上回り，「高系１４号」では５０％上回った。株当たり上い

も数は「ベニアズマ」の約１．４倍，「高系１４号」の約１．７

倍で上いも１個重はやや少ない。切干歩合は「ベニアズ

マ」，「高系１４号」よりやや低く，約３２％である。つる重

は「ベニアズマ」の約５３％，「高系１４号」の約１３９％と両

者の中間である。現地適応性試験を実施した鳴門市等の

圃場においても同様の傾向を示した。

早掘適性・晩植適性調査成績については第５表に示し

た。

「徳島１号」の上いも重は５月上旬から６月上旬にか

けて１７７～２８０kg/aと「ベニアズマ」の１００～２４６kg/a，

「高系１４号」の４４～１９８kg/aと比較して安定した収量性

を示した。このことから，遅植適性が高い品種であった。

耐肥性調査成績については第６表に示した。

「徳島１号」の上いも重は標準から極多肥で２５２～３１９

kg/aで極多肥の区で最も上いも重が高くなった。「ベニ

アズマ」が２４６～３０６kg/aであったのに対して「高系１４

号」は１２０～１６４kg/aで極多肥の区で最も上いも重が低

くなった。「高系１４号」では多肥による減収傾向が見ら

れたが，他の２品種では判然としなかったことから，「徳

島１号」は多肥によっても減収はしなかった。

病害抵抗性成績については第７表に示した。

立枯病には「やや強」，ネコブセンチュウには「やや

強」，ネグサレセンチュウには「やや強」の抵抗性を示

す。また，貯蔵性は「ベニアズマ」より優れ「高系１４号」

と同様「易」である。尚，立枯病については平成１０年度～

平成１６年度の耐病性試験の数値と達観により判断した。

第１表 耕種概要（１９９８～２００４年）

（１）収穫物調査特性，品質，生育特性（マルチ標準栽培）

試験年度
栽培密度
（cm）

施肥量（窒素：燐酸：加里）
（kg/a）

株数 区制 植付月日 収穫月日

１９９８ ７５×４０ ０．９：３．１：３．０ ７ １ ６月１２日 １０月１２日

１９９９ ７５×４０ ０．５：３．５：２．４ ７ ２ ６月８日 １０月１４日

２０００ ７５×４０ ０．８：４．１：２．７ ７ ２ ６月２日 ９月２７日

２００１ ７５×４５ ０．５：３．０：１．８ ７ ２ ５月３１日 １０月２日

２００２ ７５×４５ ０．７：３．５：２．２ ７ ２ ５月１６日 １０月２日

２００３ ７５×４５ ０．９：４．０：３．０ ７ １ ５月２９日 １０月８日

２００４ ７５×４５ ０．８：２．９：２．７ ７ ３ ５月１７日 １０月４日

（２）病害抵抗性（立枯病激発圃場，マルチ標準栽培）

試験年度
栽培密度
（cm）

施肥量（窒素：燐酸：加里）
（kg/a）

株数 区制 植付月日 収穫月日

（

－９－サツマイモ立枯病抵抗性の新系統「サツマイモ徳島１号」
１９９８ ７５×４０ ０．９：３．１：３．０ ７ １ ６月１１日 １０月２０日

１９９９ ７５×３３ ０．５：３．５：２．４ １５ １ ６月２８日 １０月１４日

２０００ ７５×３３ ０．８：４．１：２．７ １０ １ ６月１９日 １０月２４日

２００１ ７５×３５ ０．５：３．０：１．８ ７ １ ５月３１日 １０月３日

２００２ ７５×３０ ０．７：３．５：２．２ １４ １ ４月２４日 ９月１２日

２００３ ７５×４５ ０．８：３．２：２．６ ７ １ ６月４日 １０月１６日

２００４ ７５×４５ ０．８：２．９：２．７ ７ １ ６月４日 １０月１４日

３）早掘適性・晩植適性・耐肥性（耐肥性については５月１７日植付）

試験年度
栽培密度
（cm）

施肥量（窒素：燐酸：加里）
（kg/a）

株数 区制 植付月日 収穫月日

２００４ ７５×４５ ０．８：２．９：２．７ ７ ３ ５月７日 ９月３０日

５月１７日 １０月４日

５月２７日 １０月１４日

６月４日 １０月２１日

２００４ ７５×４５ 標 準 ０．８：２．９：２．７ ７ ３

５月１７日 １０月４日多 肥 １．０：３．３：３．３ ７ ３

極多肥 １．２：３．８：３．９ ７ ３

kanrisya
画像



第２表 特性概要

重要な形質
新系統の特性値 備考

測定値等
対照品種の特性値

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ （高系１４号） （ベニアズマ）

草型 立
型

叢
生
型

ヤヤ
匍
匐
型

匍
匍
型

極
匐
型
匐

５ ４ ５

草勢 弱 中 強 極
強 ５ ５ ６

巻つる性 無 弱 中 強 １ １ １

草高 低 中 高 ５ ５ ５

茎色 無 微 少 中 多 ５ １ ５

節色 無 微 少 中 多 ５ １ ５

茎の太さ 細 中 太 ５ ５ ５

茎長 短 ヤヤ
短 中 長 ４ ５ ６

分枝数 少 中 多 ５ ６ ５

節間長 短 中 長 ５ ５ ５

茎の毛茸 無 微 少 中 多 ３ ３ ５

頂葉色（１）
（最優性色）

淡
緑 緑 濃

緑
黄
緑

淡
褐 褐 淡

紫 紫 紫
褐 ６ ２ １

頂葉色（２）
（副次的色）

無 淡
褐 褐 紫

褐
淡
紫 紫

そ
の
他

６ １ １

葉色（最優性色）
淡
黄
緑

黄
緑

淡
緑 緑 深

緑
暗
緑

淡
紫
褐

淡
褐 ４ ４ ４

葉色（副次的色） 無 淡
褐 褐 紫

褐
淡
紫 紫

そ
の
他

１ １ １

葉形
心
臓
形

波
・
歯
状
心
臓
形

三
角
形

波
・
歯
状
三
角
形

単
欠
刻
浅
裂

波
・
歯
状
単
欠
刻
浅
裂

単
欠
刻
深
裂

複
欠
刻

多
欠
刻

２ ２ １

葉の大小 小 中 大 ５ ５ ５

葉脈色 無 微 少 中 多
そ
の
他

１ １ ５

蜜腺色 無 微 少 中 多 １ １ ７

葉柄長 短 中 長 ５ ５ ５

葉柄の太さ 細 中 太 ５ ５ ６

藷梗の長さ 短 中 長 ３ ３ ５

藷梗の強さ 弱 中 強 ５ ５ ５

結藷の位置 浅 中 深 ３ ３ ３

掘取りの難易 易 中 難 ３ ３ ３

いもの形状（１）
扁
平
形

球
形

短
紡
錘
形

紡
錘
形

長
紡
錘
形

円
筒
形

塊
形 ５ ４ ５

いもの形状（２）
肩
張
り

中
下
膨
れ

５ ５ ５

いもの形状整否 不
整 中 整 ７ ６ ６

いもの大小 小 中 大 ５ ６ ６

いもの大小整否 不
整 中 ヤヤ

整 整 ７ ６ ６

いもの皮色
（基本色）

白 黄 褐 橙 紅 赤 紫
そ
の
他

７ ７ ７

いもの皮色
（補助色）

無 白 黄 褐 橙 紅 赤 紫
そ
の
他

８ ６ ８

－１０－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



重要な形質
新系統の特性値 備考

測定値等
対照品種の特性値

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ （高系１４号） （ベニアズマ）
いもの皮色
（濃淡）

極
淡 淡 中 濃 極

濃 ７ ５ ７

いもの皮色
（分布）

均
一

不
均
一

両
端
帯
紅

全
体
帯
紅

１ １ １

いもの肉色 白
淡
黄
白

黄
白

淡
黄 黄 淡

橙 橙 紫 濃
紫 ４ ３ ５

いもの暈の多少 無 微 少 中 多 極
多 １ １ １

いもの目の深浅 浅 中 深 ５ ５ ５

いもの条溝 無 微 少 中 多 １ ３ １

いもの皮脈 無 微 少 中 多 １ １ ２

いもの外皮の粗滑 滑 中 粗 ５ ５ ５

いもの外観 下 中 ヤヤ
上 上 ６ ５ ６

いもの圃場萌芽 無 微 少 中 多 １ １ １

蒸しいもの肉質 粘
質

ヤヤ
粘
質

中
ヤヤ
粉
質

粉
質 ６ ５ ６

蒸しいもの繊維 少 中 多 ３ １ ２

蒸しいもの肉色 白 灰
白

淡
黄
白

黄
白

淡
黄 黄 灰

黄
淡
橙 橙 ５ ５ ６

露地開花性 無 微 少 中 多 １ １ ２

萌芽の遅速 早 ヤヤ
早 中 遅 ５ ６ ６

萌芽揃の整否 不
整 中 ヤヤ

整 整 ６ ４ ４

萌芽伸長の遅速 早 ヤヤ
早 中 遅 ５ ５ ５

萌芽の多少 少 中 多 ５ ５ ５

萌芽性 不
良 中 良 ５ ５ ５

苗重 軽 中 ヤヤ
重 重 ５ ５ ６

晩植適性 低 中 ヤヤ
高 ６ ４ ６

早掘適性 低 中 ヤヤ
高 高 ６ ６ ６

耐肥性 低 中 ヤヤ
高 高 ６ ４ ６

a当たりつる重 少 中 ヤヤ
多 多 ６ ５ ７

１株当たり
上いも個数

少 中 ヤヤ
多 多 ６ ５ ４

a当たり上いも重 少 中 ヤヤ
多 多 ６ ５ ４

上いも重歩合 低 中 ヤヤ
高 高 ６ ５ ４

貯蔵性 易 中 難 ３ ３ ７

カロチンの多少 無 微 少 中 多 １ １ １

切干歩合 低 中 高 ５ ５ ６

食味 下 中 ヤヤ
上 上 ６ ６ ６

立ち枯れ病抵抗性 弱 中 ヤヤ
強 強 ６ ３ ６

ネコブセンチュウ
抵抗性

弱 中 ヤヤ
強 強 ６

ネコブセンチュウ抵抗性およびネグ
サレセンチュウ抵抗性については平成
１６年度に独立行政法人九州沖縄農業研
究センター畑作研究部サツマイモ育種
研究室にて検定。

ネグサレ
センチュウ抵抗性

弱 中 ヤヤ
強 強 ６

注）品種登録の特性表を参考に作成

－１１－サツマイモ立枯病抵抗性の新系統「サツマイモ徳島１号」



第１図 「サツマイモ徳島１号」の地上部 （徳島県立農林水産総合技術センター農業研究所で２００４年７月２０日撮影）

第２図 「サツマイモ徳島１号」の地下部 （徳島県立農林水産総合技術センター農業研究所で２００３年１１月４日撮影）

－１２－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



３ 品質特性

品質調査成績については第８表に示した。

蒸しいもの肉色は「淡黄」，肉質は「やや粉」，繊維の

多少は「少」で，食味は「ベニアズマ」，「高系１４号」と

同様「やや上」である。

考 察

本県では吉野川下流域に位置する鳴門市，板野郡を中

心に分布する砂地畑に２００年ほど前からサツマイモの栽

培が導入された。

品種としては昭和３１年から「高系１４号」の導入を始め，

鳴門市農業センターが中心となって芽状変異から表皮の

赤い系統の選抜を行い，昭和５３年頃から「なると金時」

として試作を繰り返し，表皮の赤い系統が農家へ普及し

ていった。現在ではほとんどが「なると金時」のウイル

スフリー苗を使っての生産が行われている。

第３表－２ 生育特性調査成績その２（２００４年）

特性名
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

萌芽状況 芽数
つる長（cm）

９．３ ６．８ ６．９

１２．０ １１．１ ８．３

つる重（g） ２３．０ ２７．６ ２２．８

注）種いもの植え付け：３月２日，栽植密度２５cm間隔で５０cm
長の溝に種いも２～３個植え付け
ハウス黒マルチ栽培，施肥量（kg/a）窒素：燐酸：加里＝

２．０：２．０：２．０
調査方法
芽 数：４月１５日に５つの溝に植え付けた種いもからの溝当

たりの平均値
つる長：４月１５日の萌芽状況を調査した全ての平均値
つる重：６月２日に２５cmの長さに切断したつる重を２０本調

査した平均値

第４表 収穫物調査特性（１９９８～２００４年）

特性名 試験年度
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

上いも重
（kg/a）

１９９８ ２９３ ２４８ １３４

１９９９ ３５３ ３２３ ３３０

２０００ ２３４ ３５２ １２９

２００１ １６８ ２４１ １０２

２００２ ２９１ ３９ １８１

２００３ ２５７ ２７０ ２１０

２００４ ２８０ ２４６ １６４

平均 ２６８ ２４６ １７９

同上対
標準比（%）

１９９８ ２１９ １８５ １００

１９９９ １０７ ９８ １００

２０００ １８１ ２７３ １００

２００１ １６５ ２３６ １００

２００２ １６１ ２２ １００

２００３ １２２ １２９ １００

２００４ １７１ １５０ １００

平均 １５０ １３７ １００

上いも歩合
（%）

１９９８ ８０ ５３ ８４

１９９９ ９０ ６４ ９３

２０００ ９０ ７９ ４６

２００１ ８７ ７９ ８０

２００２ ９２ ２２ ７２

２００３ ８９ ８１ ７２

２００４ ８８ ７０ ７２

平均 ８８ ６４ ７４

株当り
上いも個数

１９９８ － － －

１９９９ ４．９ ３．２ ５．３

２０００ ４．５ ６．４ ２．６

２００１ ４．１ ３．５ １．９

２００２ ７．１ １．３ ２．９

２００３ ５．６ ５．３ ４．１

２００４ ７．８ ４．２ ３．８

平均 ５．７ ４．０ ３．４

上いも
１個重（g）

１９９８ － － －

１９９９ ２１５ ３０７ １８６

２０００ １５８ １６４ １５１

２００１ １４０ ２３５ １７９

２００２ １３８ １００ ２１４

２００３ １５５ １７２ １７１

２００４ １０８ １７４ １２９

平均 １５２ １９２ １７２

切干歩合（%） ２００３ ３１．８ ３５．３ ３３．４

つる重
（kg/a）

１９９８ － － －

１９９９ ２３４ ４６０ ２５３

２０００ ２９３ ４６３ ２２３

２００１ ３２３ ６４６ １２７

２００２ １８７ ３１１ １３９

２００３ １３４ ２０３ １２１

２００４ ２３９ ５５６ １４８

平均 ２３５ ４４０ １６９

注）標準を「高系１４号」とした。

第３表－１ 生育特性調査成績その１（２００３年）

特性名
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

茎の太さ （mm） ５．３ ６．２ ４．５

茎長 （cm） １０１ ２４８ １５６

分枝数 １２ １０ １４

節間長 （cm） ２．８ ４．７ ３．９

つる重 （g） ４５２ ６８４ ４０７

葉柄長 （cm） １５．４ １６．９ １４．３

葉柄の太さ（mm） ４．２ ５．０ ３．６

しょ梗長 （cm） ３．７ ７．２ ２．９

しょ梗の強さ 中 中 中

注）１０月８日調査。７株の平均値，茎の太さは最も長い茎の展開
した葉から下の葉の第９節から第１０節の間の中央長径を測定，
茎長は最も長いものを測定，節間長については最も長い茎の展
開した葉から第９節と第１０節の間を測定。葉柄長・葉柄の太さ
については最も長い茎の展開した葉から下の第１０節の葉を測定。
しょ梗長は地上部から最初のいもまでの長さを測定。

－１３－サツマイモ立枯病抵抗性の新系統「サツマイモ徳島１号」



しかし，「高系１４号」は「徳島１号」と比較して，筆

者ら３，１１，１２）の報告にあるように立枯病に弱く，圃場での収

穫が皆無になることも見られた。サツマイモ立枯病の防

除に関してはクロルピクリン剤による土壌消毒が卓越し

た効果を示し，他の薬剤の効果は低いかほとんど認めら

れないとされている７）。

砂地畑では，連作で生育と品質が低下を防止するた

め，３～５年ごとに粗粒質の海砂を客土する「手入れ砂」

処理が行われてきた。しかし，１９７８年に採取禁止措置が

出てからは，最も良質とされる本県の沿岸の海砂の入手

が困難となり，土壌改良も難しくなってきている。その

ため，砂地畑土壌の適正粒径組成や本県の砂地畑土壌の

理科学性の実態を把握し，砂地畑個々の土壌条件に応じ

た対策を講ずるための研究もされてきた５，１３）。

手入れ砂による土壌改良が定期的にできないことから，

本県の生産現場においては立枯病発生に対してクロルピ

クリン剤等を用いての対策が行われることとなり，その

有効な利用方法について研究が進んできた６，７，８，９，１０）。しか

し，住宅地周辺ではクロルピクリン剤の刺激臭等の問題

がしばしば発生し，これに代わる農薬を使った防除対策

が要望されるほどになってきている。サツマイモ産地の

農地内で住宅地が増えて混住化が進んでいるところでは，

これからはクロルピクリン剤に限らず農薬だけの防除に

頼ることが益々困難になると考えられる。

そこで，今後は立枯病に強い本品種の特性を活かして

立枯病の発生の多い産地での栽培や本系統を利用した新

品種の育成を行うことにより産地の維持発展が期待でき

ると考えられる。

また，「高系１４号」や「ベニアズマ」と比較して遅植

でも収量が確保され，いもの生育速度が速いことから早

第５表 早掘適性・晩植適性調査成績（２００４年）

定植時期 収穫時期
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

上いも重（kg/a）

５月７日 ９月３０日 ２６３ １９５ １９８

５月１７日 １０月４日 ２８０ ２４６ １６４

５月２７日 １０月１４日 ２３３ １００ ２８

６月４日 １０月２１日 １７７ １３５ ４４

第６表 耐肥性調査成績（２００４年）

施肥量
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

上いも重（kg/a）

標 準 ２８０ ２４６ １６４

多 肥 ２５２ ３０６ １３７

極多肥 ３１９ ２７４ １２０

第７表 病害抵抗性成績（１９９８～２００４年）

特性名 試験年度
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

立枯病 １９９８ やや弱 やや強 弱

１９９９ やや強 やや強 弱

２０００ やや弱 やや弱 弱

２００１ やや弱 中 弱

２００２ 中 中 やや弱

２００３ やや強 やや強 弱

２００４ やや強 やや強 弱

評価 やや強 やや強 弱

注）達観調査
平成１０年度～平成１６年度の野菜試験成績書（平成１１年度まで
は徳島県立農業試験場、平成１２年度～１６年度は農業研究所）
の耐病性試験と達観による評価を用いた。

第８表 品質調査成績（１９９８～２００４年）－蒸しいもの品質－

特性名 試験年度
品種・系統名

徳島１号 ベニアズマ 高系１４号

肉色 １９９８ 淡黄 － －

１９９９ 淡黄 黄 淡黄

２０００ 淡黄 黄 淡黄

２００１ 淡黄 黄 淡黄

２００２ 淡黄 黄 淡黄

２００３ 淡黄 黄 淡黄

２００４ 淡黄 淡黄 淡黄

判定 淡黄 黄 淡黄

肉質 １９９８ 中 － －

１９９９ 中 やや粉 中

２０００ やや粉 やや粉 中

２００１ やや粉 やや粉 中

２００２ やや粉 やや粉 中

２００３ やや粉 やや粉 中

２００４ やや粉 中 中

判定 やや粉 やや粉 中

繊維の多少 １９９８ 少 － －

１９９９ 少 少 少

２０００ なし なし なし

２００１ 少 なし なし

２００２ なし なし なし

２００３ なし なし なし

２００４ 少 少 なし

判定 少 なし～少 なし

食味 １９９８ やや上 － －

１９９９ やや上 上 やや上

２０００ やや上 やや上 やや上

２００１ やや上 やや上 やや上

２００２ やや上 やや上 やや上

２００３ やや上 やや上 やや上

２００４ やや上 やや上 やや上

判定 やや上 やや上 やや上

－１４－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



掘適性もあると考えられる。耐肥性も高いことから，今

後，様々な条件での栽培に活用されることが考えられる。

さらに，立枯病，ネコブセンチュウ，ネグサレセンチュ

ウにも抵抗性があることから今後の育種のために交配親

としての利用が期待される。

謝 辞

現地適応性試験の実施に当たり，当時の徳島農業改良

普及センター鳴門藍住営農室の住友昭文氏，佐原義和氏

をはじめとして多くの方々にご協力をいただきました。

また，ネコブセンチュウ抵抗性およびネグサレセンチュ

ウ抵抗性の検定については独立行政法人九州沖縄農業研

究センター畑作研究部サツマイモ育種研究室の甲斐由美

氏にご協力をいただきました。ここに謝意を表します。

摘 要

砂地畑のマルチ栽培に適し，立枯病抵抗性があり，外

観品質に優れ，良食味で多収な青果用サツマイモ品種を

育成するためにサツマイモを交配し，得られた実生から

選抜し「サツマイモ徳島１号」を育成した。

１ 来歴

１９９６年に徳島県立農業試験場ハウスで「九州１１２号」

を種子親，「高系１４号」を花粉親とした交配の後代から

選抜した系統である。

２ 特性

上いも重が高く，早掘適性，遅植適性，耐肥性が高い

特性がある。また，立枯病，ネコブセンチュウ，ネグサ

レセンチュウにも抵抗性があることから，病害発生して

いる連作地での栽培や交配親としての利用が期待される。
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は じ め に

近年，イチゴ炭疽病は，西日本を中心に発生し，徳島

県でも本病により甚大な被害を毎年のように受けている。

本病は化学農薬だけでは十分に防除しきれず，被害の顕

著な農家では苗不足からイチゴ栽培を断念せざるを得な

い状況になっている。

本病はイチゴ炭疽病菌（Glomerella cingulata（Stom.））

に潜在感染した株が苗床へ持ち込まれ，風雨や頭上から

の灌水による水滴で飛散し，伝染する１，２，３）。このため，

本病原菌の飛散防止対策として雨よけハウスを導入して

も，頭上からの灌水が行われれば伝染は避けられない。

育苗床で本病の蔓延を抑制するためには，水滴の飛散が

無い方法で灌水を行うことが重要である。

近年，ポリポット及びイチゴ用小型ポットによる育苗

については，ノンシャワー育苗４）及び湛水式底面給水育

苗技術５）等の灌水方法が開発されている。しかし，本県

では，２４穴の小型成型トレイによる省力育苗技術６）を行っ

ており，このトレイによる底面給水育苗技術は開発され

ていない。また，底面給水方式の育苗棚は設備費が高く

なるため，小型成型トレイに適する安価な灌水方法の開

発が必要である。

そこで，毛細管現象による水の浸透性が強い不織布を

小型成型トレイ上に載せ，その上の点滴チューブから不

親水性不織布を利用したイチゴ株元灌水育苗法＊

三木敏史・米本謙悟＊＊・今井健司＊＊＊・

山下ルミ・広田恵介・板東一宏＊＊＊＊

Base dripping supply method through capillary nonwovens for strawberry nursery

Toshifumi MIKI, Kengo YONEMOTO**, Kenji IMAI***,

Rumi YAMASHITA, Keisuke HIROTA and Kazuhiro BANDO****

要 約

三木敏史・米本謙悟・今井健司・山下ルミ・広田恵介・板東一宏（２００７）：親水性不織

布を利用したイチゴ株元灌水育苗法．徳島農研報，（５）：１７～２３．

イチゴの育苗時における炭疽病の伝染抑制を目的とし，毛細管現象を利用した水の浸透

性が強い不織布を小型成型トレイ上に載せ，点滴チューブにより不織布を通してイチゴの

株元へ直接灌水する技術を開発した。

本灌水法は，不織布に含水された水が毛細管現象により各株元へ均一に移動するので，

実用規模においても時間当たりの灌水量が適量であれば，均一な灌水が可能であった。不

織布は連用が可能であるが，耐用年数については今後検討を要する。

本灌水法による育苗では，慣行である頭上灌水による育苗に比べ小振りな草姿の苗となっ

たが，定植後の生育や収量は差がなかった。また，イチゴ炭疽病の発生はほとんどなく，

高い伝染抑制効果が認められた。

キーワード：イチゴ，育苗，株元灌水，不織布，炭疽病

�
�
徳島農研報 No.５
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�
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＊本報告の一部は園芸学会平成１８年度秋季大会において発表した。 ＊＊現 徳島県立農林水産総合技術支援センター技術支援部プロジェクト推進担当
＊＊＊現 とくしまブランド戦略課食料安全推進室 ＊＊＊＊現 徳島県立農林水産総合技術支援センター技術支援部高度専門技術支援担当

－１７－親水性不織布を利用したイチゴ株元灌水育苗法



織布を通してイチゴの株元へ灌水する，２４穴の小型成型

トレイに適した灌水技術（以下，不織布灌水法）を開発

したので報告する。

試 験 方 法

１ 不織布を用いた灌水育苗装置の概要

本試験では，第１図及び第２図に示した不織布を用い

た灌水育苗装置（以下，不織布灌水育苗装置）を用いた。

高設育苗棚等に並べた小型成型トレイ上に，トレイ内の

各ポットに対応するよう植え穴を空けたトレイの上面と

同形状の不織布を載せ，この不織布を介して点滴チュー

ブからトレイ内の各ポットへ給水するしくみである。

この不織布は，ユニチカ製の底面給水用園芸資材（商

品名：ラブマット U）として用いられ，水の横浸透性や

給排水性に優れている。不織布の植え穴部分の形状は，

植え穴部を一辺が２．５cmの四角形にくり抜き，中心か

ら放射線状に３cmの切れ込みを４本入れた。さらに，

不織布にしみ込んだ水を誘導する目的で，四角形にくり

抜いた植え穴部分に短冊状の水誘導部を作成した（第３

図）。

点滴チューブは，ネタフィム社製のスーパータイフー

ン１００で，点滴孔が１０cm間隔のものを用いた。メーカー

仕様によると，適用水圧０．１MPaにおける点滴孔当たり

吐出量１．６L/h，平坦地において１０％以内の吐出量変動

で使用する場合の延長可能距離は４６mである。この点

滴チューブを１トレイ当たり３本，植え穴間へ配置した

（第２図右側）。

２ 不織布灌水育苗装置の性能評価

１）灌水の均一性

不織布灌水育苗装置を用い，小型成型トレイ内の各

植え穴への灌水量の均一性を確保できる最適条件を明

らかにするために，点滴孔当たり吐出量が１０，１５，２０

mL/minで各植え穴への灌水量を調べた。また，点滴

チューブでは給水口から離れるに従い水圧（吐出量）

が変動することが考えられる。よって，育苗棚の実用

的な距離を明らかにするため，トレイの位置について，

点滴チューブの給水口側より１～５m，６～１０m，１１～

１４mの３カ所における各植え穴への灌水量を調査した。

供試施設は農業研究所内の間口３m，高さ１．７mの

簡易雨よけ高設育苗ハウスを用いた。２４穴の小型成型

トレイ（３５８×５００×１００mm，φ６５mm）に市販のイチ

ゴ専用育苗培地を充填したのち，予め浸水しておいた

専用不織布を被せ，ハウス内の高設育苗棚へ配置した。

なお，トレイ１枚当たり９点滴孔を配置した。吐出量

はボールバルブの開度で調整した。試験は，作物体の

ない状態で行った。

トレイ内の各植え穴への灌水量は，不織布及び培地

が満給水の状態になったときに灌水をやめ，各植え穴

の直下に容器を置いた。その後直ちに所定の時間灌水

を行い，灌水終了１０分後に底面から滴下した水を容器

で回収し，水量を計測した。

２）不織布連用の影響

初作の不織布と３作目の不織布における各植え穴へ

の灌水量を調査した。供試施設は簡易雨よけ高設育苗

ハウスで，試験は育苗期間中に行った。灌水条件は，１

回当たり７分間，点滴孔当たり吐出量を１２mL/minと

第２図 点滴チューブの配置 第３図 不織布植え穴部分の形状

第１図 不織布灌水法の模式図
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した。

３ 不織布灌水育苗がイチゴの苗質，生育及び収量に及

ぼす影響

‘さちのか’を供試品種に，本育苗法と頭上灌水育苗

との比較を行った。供試施設は簡易雨よけ高設育苗ハウ

スで，育苗期間中は遮光率５０％のフラットヤーン遮光

ネットを天井部に２m幅で覆った。２４穴の小型成型ト

レイを用い，２００５年６月２９日及び２００６年６月２１日に挿苗

を行った。不織布灌水法の試験区については，苗の乾燥

を防ぐため，トレイ上を白色ポリエステルスパンボンド

不織布で挿苗後７日間被覆した。頭上灌水区はスプリン

クラーによる灌水とし，灌水条件は第１表のとおりであ

る。挿苗８日後に置肥（N７０mg）を１錠施用した。

育苗時の調査は，トレイの各植え穴への灌水量及び苗

の生育を調査した。灌水量の調査は前述の性能評価の方

法に準じて行い，生育の調査は１区１０株の反復なしで

行った。

育苗後はそれぞれの区の苗を２００５年９月２１日及び２００６

年９月２１日に高設栽培ハウスに定植し，生育及び収量を

調査した。生育調査は１区６株，収量の調査は１区１０株

とし，ともに反復なしで行った。

４ 不織布灌水育苗によるイチゴ炭疽病の抑制効果

本育苗法におけるイチゴ炭疽病の伝染抑制効果につい

て頭上灌水法との比較を行った。

菌株は２００１年６月に徳島県内で発生した発病株から分

離採取したイチゴ炭疽病菌を供試した。この菌株を PDA

培地で予め７日間培養後，培地片を PS液体培地に移植

し，２５℃のインキュベーター内で５日間振とう培養した。

その後，２重ガーゼにて濾過し，殺菌水を用いて所定濃

度の分生胞子懸濁液に調整した。

供試品種には‘さちのか’を用いた。健全な親株より

発生したランナーから子苗を採取後，挿苗用に調整し，

その後透明ポリエチレンフィルムの上に遮光率５０％のフ

ラットヤーン遮光ネットで天井を被覆した簡易雨よけ高

設育苗ハウス内（間口３m，高さ１．８m，長さ５m）で，

イチゴ専用育苗培地を充填した２４穴の小型成型トレイへ

挿苗した。挿苗後，不織布灌水法の試験区については，

トレイ上を白色ポリエステルスパンボンド不織布で７日

間被覆した。試験期間中の灌水は不織布灌水法と頭上灌

水法とも１日当たり６回，１回当たり７分の灌水をした。

不織布灌水法に用いた点滴チューブからの灌水量は点滴

孔１孔当たり１５mL/minに調整した。

試験区は１区４７株（小型成型トレイ２枚），３区制と

した。１．０×１０６cfu/mLに調整した病原菌の分生胞子懸

濁液をイチゴ苗の葉柄の株元から約３cmの所をナイフ

で切除した部分とクラウン中央部へ１株当たり２mL接

種し，透明ポリエチレン袋で被覆して加湿状態にし，２５℃

のインキュベーター内に４８時間置床して感染苗を作成し

た。この感染苗を育苗トレイ２枚に１株の割合で各試験

区の中央へ２００６年８月３日に配置し，経時的に発病を調

査した。

試 験 結 果

１ 不織布灌水育苗装置の性能評価

１）灌水の均一性

点滴孔当たりの吐出量と植え穴への灌水量の分布を

第４図に示す。吐出量１０mL/min及び１５mL/minでは，

灌水量が異なるものの，ほぼ同じ幅の分布となった。

２０mL/minでは３０～４０mL及び５０～６０mLの頻度は大

きいが，４０～５０mLが小さく，１０mL/min及び１５mL/

minより幅の広い分布となった。吐出量１０mL/min及

び１５mL/minが２０mL/minより灌水の均一性が優れる

結果となった。

第１表 灌水条件

期間
１日当たり灌水
時間及び回数

１点滴孔当たり
吐出量

２００５年度

不織布灌水区 ６／２９～７／２０ １２分×６回 １２mL/min

７／２１～８／１０ ８分×５回 〃

８／１１～ ７分×５回 〃

頭上灌水区 ６／２９～７／７ １０分×６回

７／８～ １０分×４回

２００６年度

不織布灌水区 ６／２１～ ７分×５回 １２mL/min

頭上灌水区 ６／２１～６／２７ １０分×６回

６／２８～ １０分×４回

第４図 点滴孔当たりの吐出量と植え穴への灌水量（分布図）
注）各区１トレイ（２４植え穴）を調査，灌水量は２回試
行した平均値。

植え穴への灌水量（mL／７min）
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小型成型トレイの位置と植え穴への灌水量の分布に

ついては，第５図のとおりで，１～５m区及び６～

１０m区は同程度で，１０～１４m区についても２０～３０mL

及び５０～６０mLの頻度以外は他の区と同程度であった。

２）不織布連用の影響

不織布の連用と植え穴への灌水量の分布を第６図に

示す。３作区は３０～４０mLの頻度がやや小さく，４０～

６０mLの頻度がやや大きいものの，初作とほぼ同じ幅

の分布となった。

２ 不織布灌水育苗がイチゴの苗質，生育及び収量に及

ぼす影響

育苗中のトレイ内植穴への灌水量は不織布灌水区が頭

上灌水区よりも１植穴の平均灌水量が４．４mL多く，ば

らつき度を評価する変動係数は３７％に対して２４％と小さ

かった（第２表）。また，育苗期間中の生育は，２００５年

度及び２００６年度とも，不織布灌水区で草高及び葉柄長が

頭上灌水区よりやや小さかった（第３表）。

定植後の生育は，２００５年度では不織布灌水区がやや小

さかったが，２００６年度は同等であった。頂果房及び第一

第５図 小型成型トレイの位置と植え穴への灌水量（分布図）
注）各区４トレイ（９６植え穴）を調査，灌水量は６回試
行した平均値。

第６図 不織布の連用と植え穴への灌水量（分布図）
注）各区１トレイ（２４植え穴）を調査，灌水量は２回試
行した平均値。

第２表 灌水法の違いによるトレイ内植穴への灌水量

試験区（mL／植穴） 最大（mL／植穴） 最小（mL／植穴） 平均（mL／植穴） 標準偏差 変動係数（%）

不織布灌水 ５４．０ ２２．５ ３４．３ ８．２ ２４．０

頭上灌水 ５４．０ １０．０ ２９．９ １１．０ ３６．９

注）灌水量は２回試行した平均値，１回当たり灌水時間は不織布灌水８分，頭上灌水１０分。

第３表 灌水法の違いによるイチゴ苗の生育状況

年度 試験区
草高
（cm）

葉柄長
（cm）

葉身長
（cm）

葉幅
（cm）

クラウン径
（mm）

葉色

２００５ 不織布灌水 １９．５ １２．１ ６．１ ４．９ ８．８ ３２．０

頭上灌水 ２１．４ １３．９ ６．６ ５．３ ７．９ ３４．０

２００６ 不織布灌水 １３．５ １２．３ ５．８ ４．７ ７．４ ２９．７

頭上灌水 １６．０ １６．４ ６．３ ５．１ ８．４ ２９．２

注）葉色はミノルタ SPAD－５０２の測定値，１０株平均。

第４表 灌水法の違いによる定植後の生育状況

年度 試験区

１１月下旬 １月下旬
頂果房
開花日

第一次腋果房
開花日草 高

（cm）
葉柄長
（cm）

葉身長
（cm）

葉 幅
（cm）

草 高
（cm）

葉柄長
（cm）

葉身長
（cm）

葉 幅
（cm）

２００５ 不織布灌水 １５．４ １０．１ ８．５ ７．５ １８．４ １０．９ ６．０ ４．６ １１月１１日 １月１６日

頭上灌水 １７．３ １１．６ ９．４ ７．８ １７．９ １２．１ ６．３ ５．１ １１月７日 １月１６日

２００６ 不織布灌水 １９．５ １４．７ ９．３ ７．５ ２７．３ ２０．６ ８．８ ７．５ １０月３０日 １月１６日

頭上灌水 １８．４ １４．３ ９．２ ７．４ ２７．３ １７．６ ７．６ ６．０ １０月３０日 １月１４日

注）展開第３葉を調査。開花日は調査株の半分が咲いた日とした。１０株調査。

植え穴への灌水量（mL／７min）植え穴への灌水量（mL／１２min）
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次腋果房の開花日は，２００５年度には不織布灌水区の頂果

房開花日が頭上灌水区より４日遅かったが，他はほぼ同

じであった（第４表）。４月までの収量及び平均果重

は，２００５年度には不織布灌水区が２００６年度では頭上灌水

区がやや優れる結果となったが，ともに明らかな差では

なかった（第７図）。

３ 不織布灌水育苗によるイチゴ炭疽病の抑制効果

頭上灌水法区における，接種株配置４１日後の発病株率

と発病度は９１．５％，５５．３であったのに対し，不織布灌水

法区では，一部で本病潜在感染株と思われる発病株が発

生したが，接種株配置後もほとんど発病株が認められ

ず，４．３％，３．５と本病の伝染抑制効果が高いことが認め

られた。（第８図）

第７図 育苗時の灌水法の違いによる収量及び１果平均果重

第８図 不織布灌水法によるイチゴ炭疽病の発病抑制効果

注１）各試験区は３区制で１区当たり４７株供試した。
注２）発病度＝Σ（程度別発病株数×指数）×１００／（調査株数×４）

指数 ０：無発病、 １：葉または葉柄に５個以下の病斑が認められる
２：葉または葉柄に５個以上の病斑またはランナーに病斑が認められる
３：葉柄が折れているまたは枯死 ４：株全体の萎凋および枯死

注３）調査日ごとの同一英子文字は Tukey－Kramer 法により有意差（５％）がないことを示す。
バーは標準誤差（SE）
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考 察

１ 不織布灌水育苗装置の性能評価

１）灌水の均一性

点滴チューブの点滴孔当たり吐出量１０mL/min及び

１５mL/minでは，２０mL/minよりトレイ内植え穴への

灌水量の均一性が優れた。

これは，時間当たりの灌水量が適量であれば，不織

布に含水された水が毛細管現象により，各株元へ均一

に移動することとなるが，時間あたりの灌水が多量に

なると不織布に含水できる水量を上回り，毛細管水以

外の水が各株元へ不均一に移動するためと推察された。

以上のことから，不織布灌水法において，点滴孔当

たりの吐出量は１０～１５mL/minが小型成型トレイの各

植え穴に均等に灌水ができると考えられた。

また，点滴チューブの給水口から末端までの１４m

の間において，給水口からの距離が違っても，トレイ

内植え穴への灌水量の均一性にほとんど差はなかった。

井手ら１４）は，点滴チューブの給液精度は，減圧構造

に依存する点滴孔１孔当たりの吐出量および給水側と

末端側の吐出圧力差により大きく影響され，軟質タイ

プの点滴チューブはこの差が極めて少なく，給液精度

は高い，としている。井手ら１４）の報告での給水口から

の距離（延長距離）は１００m，供試チューブのメーカー

仕様は延長可能距離１１８mである。同じ軟質タイプを

用いた本試験の供試チューブの延長可能距離は４６m

であることから，不織布灌水法においても，給水口か

ら末端までが約４０m以内であれば，実用的な灌水が

可能であると推察される。

なお，本試験での不織布を用いた育苗は，育苗培地

を均一に小型成型トレイの各植え穴へ充填し，育苗棚

を水平にして行った結果である。灌水の均一性を高め

るためには，このように点滴チューブ及び不織布を水

平に保つ措置も必要と考えられる。

２）不織布連用の影響

３作目の不織布の灌水の均一性が初作のものと同等

であることから，不織布は３年間の使用では問題がな

いことが確認できた。深澤ら７）は，イチゴの閉鎖型養

液栽培システムにおいて，同素材の不織布を貯留槽の

余剰液を培地へ還元するための給水シートとして用い

ているが，耐用年数は５年程度を想定している。不織

布灌水法で用いる不織布についても，５作程度の使用

を想定しているが，今後検討を要する。

なお，不織布は連用するに従い，乾燥状態から水が

まんべんなく染み渡るまでに時間を要するようになる。

本試験では，連用の不織布については初作の不織布よ

り長い時間浸水した後でトレイ上へ載せて行った。こ

のため、不織布を連用する際には，浸水処理を初作の

不織布より入念に行う必要があると考えられる。

２ 不織布灌水育苗がイチゴの苗質，生育及び収量に及

ぼす影響

灌水量のばらつき度を評価する変動係数は，頭上灌水

区より不織布灌水区が小さく，不織布灌水区が均一性に

優れた。これは頭上灌水では葉による遮蔽や風の影響に

より均一に株元へ給水されないのに対し，不織布灌水は

直接株元へ給水ができたためと考えられる。

苗の生育は，不織布灌水区の苗は小振りな草姿を示し，

頭上灌水区の苗は徒長気味の草姿であった。これは，不

織布灌水区では苗の地上部が頭上灌水よりも乾燥してい

るため，徒長しにくい状態にあったものと推察される。

苗の大きさと定植後の生育及び収量との関係について，

石原ら１１）は，供試品種‘女峰’で，セル成型苗のような

比較的小さな苗でも収量性が優れるとしている。一方，

松尾１２）は，供試品種‘とよのか’で，セル成型苗はポッ

ト苗より小さい苗姿となり，定植後の生育は１１月中旬以

降は差がなくなり，収量は同等かやや少なくなるとして

いる。

本試験においても，不織布灌水区の苗は小振りな草姿

であったが，定植後の生育及び収量性についてほとんど

違いは見られなかった。以上のことから，不織布灌水法

による育苗では慣行である頭上灌水による育苗に対し，

小振りな草姿の苗となるが，定植後の生育や収量に及ぼ

す影響はないものと考えられる。

３ 不織布灌水育苗によるイチゴ炭疽病の抑制効果

不織布灌水法による本病の伝染抑制効果について検討

した結果，頭上灌水法と比較して接種株配置後の発病株

率及び発病度は明らかに低かった。本病原菌は前述のと

おり，本病原菌の分生胞子が水滴に伴って飛散すること

から，頭上からの灌水を行わないことは本病に対する有

効な耕種的防除手段である。その一つとして底面給水管

理による本病の伝染抑制効果が石川ら８）によって報告さ

れている。不織布灌水法も底面給水管理と同様に水滴の

飛散がない灌水法であるため，本病の伝染抑制効果が認

められたものと考えられる。

なお，本病原菌の分生胞子飛散を抑制する有効な手段

として雨よけ栽培が石川ら９）及び Okayama１０）によって指

摘されている。不織布灌水法でも雨よけがなければ雨滴

による本病伝染の可能性が高くなる。このため，不織布
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灌水法を行う場合でも雨よけ栽培は必須手段になると考

えられる。

４ 総合考察

開発した不織布灌水育苗装置は，①不織布を通じて各

株元へ確実な灌水が可能であり，②３作の育苗に用いて

も問題がなく，③雨よけと併用することで極めて高いイ

チゴ炭疽病の伝染抑制効果があり，④頭上灌水に比べ小

振りな草姿の苗になるが本圃定植後の生育及び収量には

影響しない，等の特徴がある。

設備費は，雨よけハウス，育苗棚及び育苗トレイが既

にある場合，本圃１０a（７，２００株育苗）当たり，不織布３００

枚と点滴チューブ３６０mが必要で，その資材代は合計

９３，９００円である。‘さちのか’をはじめ現在のイチゴ主

力品種は炭疽病に罹病性であり，特に苗が不足するほど

発生が著しい生産者においては，発病による欠株率が大

幅に低減できるため，投資の効果は高いと考えられる。

なお，不織布灌水法は本病の二次伝染を防ぐ育苗法で

ある。このため，炭疽病の一次伝染源である潜在感染親

株からの育苗床への持ち込みをなくすことが重要である。

従って，今後潜在感染株の簡易検定法１３）などを用いて親

株の無病化を図るとともに，本育苗法により育苗床での

二次伝染を防ぐシステムを導入することが必要になると

考えられる。

摘 要

イチゴの育苗時における炭疽病の伝染抑制を目的とし，

毛細管現象を利用した水の浸透性が強い不織布を小型成

型トレイ上に載せ，点滴チューブにより不織布を通して

イチゴの株元へ直接灌水する技術を開発した。

１ 本灌水法は，不織布に含水された水が毛細管現象に

より各株元へ均一に移動するので，実用規模において

も時間当たりの灌水量が適量であれば，均一な灌水が

可能であった。不織布は連用が可能であるが，耐用年

数については今後検討を要する。

２ 本灌水法による育苗では，慣行である頭上灌水によ

る育苗に比べ小振りな草姿の苗となったが，定植後の

生育や収量は差がなかった。

３ 本灌水法による育苗ではイチゴ炭疽病の発生はほと

んどなく，高い伝染抑制効果が認められた。
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は じ め に

肥料由来の窒素について，土壌への集積や地下水への

溶脱に関する研究が進められているが，温室効果ガスで

ある亜酸化窒素の大気中への放出を含めた窒素動態につ

いては十分な知見が得られていない。

亜酸化窒素は二酸化炭素やメタン等とともに京都議定

書において削減対象となっている温室効果ガスであり，

二酸化炭素の約３００倍の強い温室効果をもち，オゾン層

破壊にも関与している５）。

土壌から発生する亜酸化窒素は，硝化過程と脱窒過程

で発生する。硝化過程では，土壌中でアンモニア性窒素

が硝化細菌によって硝酸性窒素に変わるとき副産物とし

て発生する。脱窒過程では，硝酸性窒素が脱窒菌によっ

て亜酸化窒素を経て窒素ガスに変化するとき，窒素に還

元されなかった亜酸化窒素が大気中に放出される。

２００５年度の日本の亜酸化窒素排出量の内訳をみると，

農耕地由来は最も多い約２８％を占めており９），農業活動

は亜酸化窒素の重要な発生源である。特に施肥窒素の影

響が大きく，施肥窒素から発生する亜酸化窒素の大部分

は硝化過程で生成する７）。

近年，窒素の溶出速度を制御する様々なタイプの高機

能性肥料が開発されているが，その中の１つに硝酸化成

抑制剤入り被覆窒素肥料がある。硝酸化成抑制剤入り被

覆窒素肥料が亜酸化窒素発生を抑制するしくみを第１図

に示した。硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料は，被覆処

硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷低減対策

森本昌子・黒田康文・横田 香＊

Mitigation of nitrogen environmental load by coating nitrogen

fertilizer with nitrification inhibtor

Masako MORIMOTO , Yasufumi KURODA and Kaori YOKOTA*

要 約

森本昌子・黒田康文・横田香（２００８）：硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷

低減対策．徳島農研報，（５）：２５～３４．

窒素溶出条件の異なる肥料を用いて，水稲－レタス栽培における栽培期間中の亜酸化窒

素発生量を調査した。

硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料は，速効性窒素肥料と比較して亜酸化窒素の発生を低

減させた。硝酸化成抑制剤による生育抑制はみられず，作物の収量と品質に明確な差は認

められなかった。このことから，硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料は亜酸化窒素発生量の

低減に有効と考えられた。

しかし，有機物を加えることで亜酸化窒素の発生量は増加し，有機物が亜酸化窒素の発

生に及ぼす影響は大きく，有機物中の窒素を考慮した施肥方法について検討する必要があ

ると考えられた。

キーワード：硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料，亜酸化窒素
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理により窒素の溶出を緩慢にするとともに，硝化細菌の

活動を抑制し硝化速度を遅らせることで硝化過程の亜酸

化窒素を削減できる。また，土壌中の余分な硝酸性窒素

量が減ることで脱窒量が減り，脱窒過程で発生する亜酸

化窒素発生量の削減が期待できる。

そこで，本県の主要な農業経営形態である水稲－野菜

の栽培体系において，硝酸化成抑制剤であるジシアンジ

アミドを含む被覆窒素肥料（以下，Dd被覆窒素）を用

いることによる亜酸化窒素の発生抑制効果について調査

した結果，いくつかの知見が得られたので報告する。

なお，本調査は２００２～２００５年に農林水産省の環境負荷

低減農業技術確立実証事業で実施した。

試 験 方 法

１ 試験圃場，装置

試験は農業研究所内の土壌水分制御温室で行った。温

室内にはコンクリート製の大型ポット（縦２．５m×横１．２

m×深さ１m）が１０個並んでおり，ポットの下部から浸

透水を採取できる構造となっている。このポットに中粗

粒灰色低地土を充填し栽培試験を行った。

亜酸化窒素の採取に使用したチャンバーを第２図に示

した。水稲栽培時に使用したチャンバーは，ポリカーボ

ネート製の無底角箱型で底面６０×６０cm，高さ約１mで

ある。内部には空気撹拌用のファンと圧力調整用のテド

ラーバックを設置し，側面にはコック付き採気チューブ

をシリコン栓で固定した。レタス栽培時に使用したチャ

ンバーは，金属製の無底円筒型で直径６０cm，高さ２０cm

である。日射による内部温度の変化を緩和するため白く

塗装し，土壌との接着面にウレタンフォームを貼った。

チャンバーの上部にコック付き採気チューブをシリコン

栓で固定した。密閉性を高めるためにチャンバーの周囲

に１２０cm四方のビニールをスカート状に巻き金属製バ

ンドで固定した。

２ 試験区の構成

試験区の構成は第１表，使用した堆肥の分析値は第２

表，耕種概要は第３表のとおりである。水稲は‘コシヒ

カリ’，レタスは‘マイヤー’を用い，試験は２連制で

実施した。Dd被覆窒素は，ジシアンシアミドを５％含

む LP４０日タイプを使用した。レタス栽培ではリンスター

と硫酸加里を，水稲栽培では過リン酸石灰と塩化加里を

共通施用した。２００３年のレタス栽培のみ前作の収穫残さ

を全量除去し，２００４年の水稲栽培以降は全量すき込んだ。

水稲栽培の水管理は慣行に準じ，レタス栽培の水管理

は，天候に従い降水量と同量の潅水を行った。

３ 調査分析方法

土壌，作物体，浸透水の分析は常法１１）に準じて以下の

ように行った。

土壌は土壌表面から深さ２０cmを採取し，硝酸性窒素

およびアンモニア性窒素は水蒸気蒸留法により定量した。

全窒素，全炭素は風乾後０．２５mmのふるいを通し，乾式

燃焼法により測定した。その他の項目は風乾後２mmの

ふるいを通し，可給態リン酸はトルオーグ法，交換性陽

イオンは原子吸光光度法により測定した。

第１図 硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料の作用

－２６－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



第２図 使用したチャンバー

水田用チャンバー 畑地用チャンバー

第１表 試験区の構成

実施年度 作物 試験区名 使用する資材の種類

施肥量（kg／１０a）

堆肥（kg／１０a）基肥 穂肥

N P２O５＊１K２O＊２ N P２O５ K２O

２００３＊３ レタス

無窒素 無窒素 ０ ２０ ２０ － － － ０

Dd被覆窒素 硝酸化成抑制剤入被覆窒素肥料＊４ ２５ ２０ ２０ － － － ０

被覆＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ２５ ２０ ２０ － － － １５００

速効性窒素 硫安 ２５ ２０ ２０ － － － ０

速効＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ２５ ２０ ２０ － － － １５００

２００４ 水稲

無窒素 無窒素 ０ ５ ５ ０ ０ ２ ０

Dd被覆窒素 硝酸化成抑制剤入被覆窒素肥料 ５ ５ ５ ２ ０ ２ ０

被覆＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ５ ５ ５ ２ ０ ２ ５００

速効性窒素 硫安 ５ ５ ５ ２ ０ ２ ０

速効＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ５ ５ ５ ２ ０ ２ ５００

２００４ レタス

無窒素 無窒素 ０ ２０ ２０ － － － ０

Dd被覆窒素 硝酸化成抑制剤入被覆窒素肥料 ２５ ２０ ２０ － － － ０

被覆＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ２５ ２０ ２０ － － － １５００

速効性窒素 硫安 ２５ ２０ ２０ － － － ０

速効＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ２５ ２０ ２０ － － － １５００

２００５ 水稲

無窒素 無窒素 ０ ４ ４ ０ １ １ ０

Dd被覆窒素 硝酸化成抑制剤入被覆窒素肥料 ４ ４ ４ １ １ １ ０

被覆＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ４ ４ ４ １ １ １ ５００

速効性窒素 尿素 ４ ４ ４ １ １ １ ０

速効＋堆肥 同上＋おがくず豚糞堆肥 ４ ４ ４ １ １ １ ５００

＊１ レタスにはリンスター，水稲には過リン酸石灰を各区共通施用
＊２ レタスには硫酸加里，水稲には塩化加里を各区共通施用
＊３ ２００３年では前作残さを全量除去し，２００４年以降は前作残さを全量すき込んだ。
＊４ ジシアンジアミドを５％含有，４０日タイプ

－２７－硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷低減対策



作物体は８０℃で１昼夜通風乾燥後，微粉砕し，全窒素，

全炭素は乾式燃焼法により測定した。その他の項目は硝

酸・過塩素酸分解後，リン酸はバナドモリブデン酸法，

カルシウム，マグネシウム，カリウムは原子吸光光度法

により測定した。

浸透水中の硝酸性窒素は，イオンクロマトグラフ法に

より高速液体クロマトグラフ（日立製 L－６０００）で測定

した。

水稲は移植約４０日後の最高分げつ期および収穫前に各

区２０株について生育調査を行った。葉色の測定には葉緑

素計（ミノルタ製 SPAD－５０２）を用いた。収量は各区

１２０株を刈り取り調査した。

レタスは各区２０株について収量調査を行った。

亜酸化窒素の採取は CH４・N２Oフラックス測定マニュ

アル１０）に準じてクローズドチャンバー法により次のよう

に行った。チャンバーを水稲８株，レタス３株が入るよ

うにかぶせ，設置直後，設置１５分後，設置３０分後にミニ

ポンプ（柴田製MP－２N）を用いてチャンバー内の空

気をラボランテドラーバックに約１L採取し，ECD付

きガスクロマトグラフ（島津製 GC－１４A）で測定した。

試 験 結 果

レタス栽培期間中の亜酸化窒素フラックス（単位時間・

単位土地面積あたりのガスの放出・吸収量）の経時変化

と雨量を第３図に示した。

２００３年度は Dd被覆窒素区では栽培期間を通して無窒

素区と同等の低い値で推移した。速効性窒素区では施肥

直後に発生ピークがみられた後減少し，そのまま低い値

で推移した。堆肥を施用した試験区では１１月２９日の降雨

（８７mm／日）の後，１２月２日に大きな発生ピークがみ

られた。

２００４年度は Dd被覆窒素区では基肥施用後の発生量は

少なく，生育中期に発生ピークがみられた。速効性窒素

区は栽培初期に発生ピークがみられた後，徐々に減少し

ながら低い値で推移した。被覆＋堆肥区および速効＋堆

肥区は施肥直後に発生ピークがみられた後，被覆＋堆肥

区は生育期間を通じ，速効＋堆肥区は生育中期まで高い

値で推移した。

１２／６の降雨（８６mm／日）の後，１２／７に全試験区で

発生ピークがみられ，レタス収穫残さすき込み後に無窒

素区を除いた試験区で発生ピークがみられた。

水稲栽培期間中の亜酸化窒素フラックスの経時変化を

第４図に示した。

２００４年度は基肥施用・代かき直後，中干し時，残さす

き込み直後に全試験区で発生ピークがみられた。また，

速効性窒素区および速効＋堆肥区では穂肥施用後に発生

がみられた。

２００５年度は代かき後に全試験区で最大の発生ピークが

みられた。また，穂肥施用直後に被覆＋堆肥区，速効性

第２表 使用堆肥の分析値

資材名
水分
％

全窒素
％

全炭素
％

全リン酸
％

全加里
％

C/N

おがくず豚糞堆肥 ３７．９ １．４３ ２２．２８ ２．５２ ２．０３ １５．６

第３表 耕種概要

実施年度 作物 播種日 基肥
移植又は
定植日

収穫日 栽植密度 その他

２００３ レタス ９月１日 １０月２日 １０月８日 １２月２２日
株間３５cm
３条植

（１９株／３㎡）

２００４ 水稲 ４月３０日 ５月２４日 ５月２７日 ９月１３日
株間１５cm
条間３０cm

（６０株／３㎡）

５／２４代かき，
７／６～１４中干し，
７／２０穂肥，
９／６落水

２００４ レタス ９月１日 １０月１９日 １０月１９日 ２月８日
株間３５cm
３条植

（１７株／３㎡）

２００５ 水稲 ５月６日 ５月１７日 ５月２５日 ８月３１日
株間１５cm
条間３０cm

（６０株／３㎡）

４／２７堆肥施用，
５／２３代かき，
７／６～１４中干し，
７／１９穂肥，
８／２６落水

－２８－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



窒素区，速効＋堆肥区で発生ピークがみられた。土壌が

乾き始めた９／５以降に全試験区で発生量が増加し，水

稲残さすき込み後に速効＋堆肥区で発生ピークがみられ

た。

測定期間中の亜酸化窒素総発生量と排出係数を第４表，

レタス栽培における各資材の亜酸化窒素発生量を第５表

に示した。

総発生量・排出係数・各資材の亜酸化窒素総発生量は

以下のとおり計算した。

総発生量＝フラックス×２４×測定間隔日数＋｜フラッ

クス－前回フラックス｜×２４×測定間隔日

数／２

排出係数＝（各試験区の亜酸化窒素総発生量－無窒素

区の亜酸化窒素総発生量）／（各試験区の

窒素投入量－無窒素区の窒素投入量）×１００

第３図 レタス栽培中の亜酸化窒素発生量の経時変化

２００３年度

２００３年度

－２９－硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷低減対策



各試験区の亜酸化窒素総発生量

＝各試験区の亜酸化窒素総発生量－無窒素区

の亜酸化窒素総発生量

レタス栽培では，２００３年は Dd被覆窒素区で発生量が

少なかった。各試験区の亜酸化窒素発生量を試算すると，

Dd被覆窒素区は速効性窒素区の６２％，被覆＋堆肥区は

速効＋堆肥区の８９％であった。しかし２００４年では速効性

窒素区が Dd被覆窒素区より発生量が少なく，被覆＋堆

肥区が速効＋堆肥区より少ない結果となり，Dd被覆窒

素の効果が判然としなかった。

水稲栽培では２００４年，２００５年ともに Dd被覆窒素を施

用した試験区で発生量が少なかった。資材由来の亜酸化

窒素発生量を平均すると，Dd被覆窒素区は速効性窒素

区の６７％，被覆＋堆肥区は速効＋堆肥区の７８％であった。

排出係数はレタス栽培より水稲栽培の値が大きく，水

稲栽培の排出係数は年により大きく変動した。

また，水稲・レタスとも堆肥を施用することで総発生

量は大きく増加した。

レタス栽培における各資材の亜酸化窒素発生量をみる

と，堆肥は Dd被覆窒素の約５倍，速効性窒素の約３倍

の発生量となった。また，堆肥の排出係数は Dd被覆窒

素の約６倍，速効性窒素の約４倍となった。

レタスおよび水稲の生育と収量を第６表に示した。

レタス栽培では，２００３年は Dd被覆窒素を施用した試

験区で生育が良く，収量が高かったが，２００４年は速効性

窒素を施用した試験区で生育・収量が良好であった。

水稲栽培では，２００４年の茎数・穂数をみると Dd被覆

第４図 水稲栽培中の亜酸化窒素発生量の経時変化

２００３年度

２００３年度
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窒素区は速効性窒素区よりも多く，被覆＋堆肥区と速効

＋堆肥区では大きな差がなかった。また，稈長および穂

長には明確な差がみられなかった。２００５年についても生

育に明確な差はみられず，硝酸化成抑制剤による生育抑

制はみられなかった。水稲の収量をみると，２００４年は速

効性窒素区で収量が高かったが，２００５年は被覆＋堆肥区

と速効＋堆肥区が高かった。

作付前土壌と各作物の栽培後土壌の化学性を第７表に

第４表 亜酸化窒素総発生量と排出係数

試験区名

亜酸化窒素総発生量
（mgN２O－N／㎡）

窒素施用量＊１

（kgN／１０a）
排出係数
（%）

２００３ ２００４ ２００４ ２００５ ２００３ ２００４ ２００４ ２００５ ２００３ ２００４ ２００４ ２００５

レタス 水稲 レタス 水稲 レタス 水稲 レタス 水稲 レタス 水稲 レタス 水稲

無窒素 ３ ３９ １１ ３７ ０ ２ ３ １ － － － －

Dd被覆窒素 １９ １２４ ４５ ２０６ ２５ １７ ３８ ９ ０．０６ ０．５７ ０．１０ ２．０９

被覆＋堆肥 ９４ ２０７ ８６ ４４８ ４６ ２４ ５９ １６ ０．３７ ０．７７ ０．１３ ２．７９

速効性窒素 ２８ １４１ ３９ ３６６ ２５ １５ ３９ １０ ０．１０ ０．７６ ０．０８ ３．６２

速効＋堆肥 １０６ ２１５ １０３ ７２１ ４６ ２３ ５９ １６ ０．４１ ０．８４ ０．１６ ４．７２

＊１肥料，堆肥，前作残さの窒素量の合計

第５表 レタス栽培における各資材の亜酸化窒素総発生量と排出係数

試験区名
亜酸化窒素
総発生量

（mgN２O－N／㎡）

窒素施用量
（kgN／１０a）

排出係数
（%）

Dd被覆窒素 １６ ２５ ０．０６

速効性窒素 ２５ ２５ ０．１０

堆肥 ７７ ２１ ０．３６

第６表 生育調査および収量

（レタス）

実施年度 試験区名
球径
（cm）

球高
（cm）

結球重
（g）

外葉重
（g）

収量
（kg／１０a）

２００３

無窒素 ５．４ ５．６ ２６ １１５ １６５

Dd被覆窒素 １４．４ １２．１ ３６３ ２３１ ２３００

被覆＋堆肥 １５．０ １２．２ ３５５ ２３３ ２２４９

速効性窒素 １３．４ １０．８ ２８５ １９０ １８０４

速効＋堆肥 １３．６ １１．１ ２９２ ２４２ １８５１

２００４

無窒素 ６．０ ５．９ ５８ １１４ ３２８

Dd被覆窒素 １３．４ １１．６ ４６４ ２５１ ２６２７

被覆＋堆肥 １６．１ １４．４ ７７３ ３７４ ４３８２

速効性窒素 １５．１ １３．４ ６４３ ３１５ ３６４６

速効＋堆肥 １６．６ １４．３ ７９７ ４０２ ４５１８

（水稲）

実施年度 試験区名

移植後４２日 成熟期

草丈
（cm）

茎数
（本）

葉色 稈長
（cm）

穂長
（cm）

穂数
（本）

収量
（kg／１０a）

２００４

無窒素 ５４．４ ７．７ ２７．６ ７０．２ １７．３ ６．１ １３６

Dd被覆窒素 ７１．２ １９．４ ３９．７ ８２．６ １９．１ ２０．３ ４１７

被覆＋堆肥 ７７．９ ２０．３ ３８．３ ８４．０ １８．８ １９．４ ４４４

速効性窒素 ７６．０ １７．１ ３７．９ ８４．９ １９．６ １７．４ ５０９

速効＋堆肥 ７８．４ ２０．４ ３８．７ ８０．０ １７．７ １９．６ ３７７

２００５

無窒素 ５２．９ ９．５ ２９．３ ６４．０ １８．２ ４．６ １３１

Dd被覆窒素 ７２．７ １７．４ ３９．０ ７８．６ １８．３ １２．４ ３４２

被覆＋堆肥 ７８．３ １７．２ ３９．９ ８２．５ １９．４ １３．９ ４２１

速効性窒素 ７６．０ １６．０ ３８．１ ８２．６ １９．９ １２．７ ３９２

速効＋堆肥 ７６．１ １７．７ ３９．２ ８２．６ １８．９ １３．８ ４２２

－３１－硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷低減対策



示した。

作付前と比較すると堆肥を施用した試験区で交換性苦

土，交換性加里，可給態リン酸が増加した。また，速効

性窒素を施用した試験区で pHが低くなる傾向がみられ

た。

Dd被覆窒素と速効性窒素を比較すると速効性窒素試

験区で ECが高くなる傾向がみられた。

２００４年度の浸透水中の硝酸性窒素濃度の推移を第８表

に示した。栽培期間を通して速効性窒素区の浸透水中の

硝酸性窒素濃度は Dd被覆窒素区よりも高く推移し，硝

酸性窒素の溶脱がみられた。

考 察

資材由来の亜酸化窒素総発生量を比較すると，水稲栽

培では，２００４年は Dd被覆窒素は速効性窒素の９１％，２００５

年では５７％となり，Dd被覆窒素が亜酸化窒素の発生を

抑制する効果がみられた。レタス栽培においては，２００３

年は Dd被覆窒素は速効性窒素の８３％となったが，２００４

年は速効性窒素より Dd被覆窒素の総発生量が多くなっ

た。これは，１２月下旬から１月上旬にかけて，速効性窒

素区において亜酸化窒素の発生がほとんどなかったが，

Dd被覆窒素区ではコンスタントに亜酸化窒素の発生が

みられたことが影響している。作物体の窒素吸収量は

第８表 浸透水中の硝酸性窒素濃度の推移

試験区名

２００４／１１／１６ ２００４／１２／９ ２００４／１２／１４ ２００５／２／９

NO３－N
（mg/L）

採水量
（L／㎡）

NO３－N
（mg/L）

採水量
（L／㎡）

NO３－N
（mg/L）

採水量
（L／㎡）

NO３－N
（mg/L）

採水量
（L／㎡）

無窒素 ２４．２ ７ １３．０ １７ １７．９ ３ １９．６ ２

Dd被覆窒素 １８．５ ７ １９．１ １３４ ２３．９ ８ ２７．３ ８

被覆＋堆肥 １７．０ ７ １７．５ ７８ １９．９ ５ ２５．８ ３

速効性窒素 ２２．８ １３ ４１．５ １３０ ５０．３ １４ ５９．０ ８

速効＋堆肥 ２６．３ １０ ２１．４ ５５ ２１．５ ４ ３３．４ ３

第７表 土壌の化学性

実施年度 作物 試験区名
EC
dS/m

pH
（H２O）

pH
（KCl）

CaO MgO K２O P２O５ T－N T－C

mg／１００g ％

２００３ 作付前

無窒素 ０．３１ ６．８ ６．５ ９４ ２１ １３ ３２ ０．０５６ ０．５２５

Dd被覆窒素 ０．５３ ６．８ ６．５ １２３ ２１ １０ ３５ ０．０６４ ０．５７４

被覆＋堆肥 ０．５０ ６．８ ６．５ １０５ ２５ １２ ２７ ０．０６０ ０．５５０

速効性窒素 ０．５８ ６．６ ６．２ １１９ １９ １４ ３３ ０．０６７ ０．６１３

速効＋堆肥 ０．４７ ６．９ ６．６ １０１ ２９ ３０ ４４ ０．０９３ ０．７６４

２００３ レタス栽培後

無窒素 ０．５１ ７．１ ６．９ １３９ ３０ ２３ １７ ０．０７４ ０．６７６

Dd被覆窒素 ０．５７ ６．６ ６．４ １４２ ２３ １８ １５ ０．０８４ ０．６５３

被覆＋堆肥 ０．６０ ６．６ ６．４ １３６ ２９ ２２ ２２ ０．０９０ ０．６９１

速効性窒素 ０．６７ ５．７ ５．５ １４２ ２４ ２２ １０ ０．０９４ ０．７８６

速効＋堆肥 ０．７７ ６．２ ６．３ １６９ ３５ ３８ ３５ ０．１３３ １．０５２

２００４ 水稲栽培後

無窒素 ０．２３ ７．１ ６．７ １２９ ２２ １４ １９ ０．０６８ ０．６３６

Dd被覆窒素 ０．４２ ６．９ ６．６ １４６ ３０ ７ １５ ０．０７１ ０．６３８

被覆＋堆肥 ０．４９ ７．０ ６．８ １７２ ３５ １４ ２３ ０．０８０ ０．７１２

速効性窒素 ０．６７ ６．５ ６．２ １７２ ２９ １０ １４ ０．０８４ ０．７７３

速効＋堆肥 ０．６５ ６．８ ６．６ １８９ ４２ ２８ ３０ ０．１１７ ０．９８７

２００４ レタス栽培後

無窒素 ０．５０ ６．９ ６．９ １２４ ３８ ２５ ２１ ０．０５９ ０．５８７

Dd被覆窒素 ０．７６ ６．６ ６．６ １８４ ５２ １２ １６ ０．０８２ ０．６６８

被覆＋堆肥 ０．７０ ６．９ ６．８ １４５ ６４ ３４ ２９ ０．０９２ ０．７９２

速効性窒素 ０．９２ ５．７ ５．２ ２４２ ３８ １４ ８ ０．０８３ ０．７１７

速効＋堆肥 ０．９５ ６．２ ６．０ １７９ ６５ ４５ ３４ ０．１２７ １．０６５

２００５ 水稲栽培後

無窒素 ０．０８ ７．２ ６．６ １７３ １０ ２２ ４５ ０．０８１ ０．６４７

Dd被覆窒素 ０．０６ ７．２ ６．４ １４９ ８ ４５ ３３ ０．０８１ ０．６０５

被覆＋堆肥 ０．１８ ７．１ ６．７ ２１３ １６ ３４ ６３ ０．１１５ ０．９０５

速効性窒素 ０．１２ ６．８ ６．１ １６５ ７ １１ ３８ ０．０９２ ０．７０３

速効＋堆肥 ０．２１ ６．８ ６．４ ２２７ １５ ３９ ７２ ０．１５１ １．１８１
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Dd被覆窒素区より速効性窒素区が多く，浸透水への硝

酸性窒素の溶脱も多かったため，土壌中の窒素量が減少

したことが原因と考えられる。２００４年１０月から２００５年１

月の降水量は８８７mmであり，平年（３２１mm）より雨が

多かった。このため，特に速効性窒素区において窒素の

溶脱が多くなったと考えられた。亜酸化窒素の発生は，

土壌中の窒素量が少ないほど発生が少ないことから，速

効性窒素区の亜酸化窒素発生量が少なくなったと考えら

れる。

レタス栽培よりも水稲栽培において亜酸化窒素総発生

量が多い結果となり，排出係数もレタス栽培より水稲栽

培が大きくなった。これは代かき時の発生が影響したた

めで，Dd被覆窒素を使用した試験区でも同様にフラッ

クスの急激な増加がみられた。土壌の最大容水量が８０％

以上になると亜酸化窒素が急激に増加し，それが脱窒に

よることが確認されていることから２，６），代かきにより脱

窒が促進された結果，亜酸化窒素発生量が増加した可能

性が高い。また，水稲の排出係数が２００４年度よりも２００５

年度が高くなったのは，土壌中に残った前作の残さや分

解されなかった有機物が脱窒に影響を及ぼしたと考えら

れる。

堆肥の施用の有無に関わらず，２年間の亜酸化窒素発

生量を平均して Dd被覆窒素と速効性窒素を比較すると，

水稲栽培で７３％，レタス栽培で８８％となった。また，硝

酸化成抑制剤による作物の生育抑制はみられず，Dd被

覆窒素は亜酸化窒素の発生抑制に有効と考えられた。

堆肥を施用した試験区は亜酸化窒素発生量が大きく増

加した。この主な原因として窒素の投入量増加が考えら

れる。堆肥の施用は窒素成分でレタス２１．４kg／１０a，水

稲７．１kg／１０aの上乗せ施用となる。窒素施用量が増加す

るに伴い硝化が促進され亜酸化窒素発生量が増加したと

考えられた。肥料のみの試験区は肥料施用後すぐに発生

ピークが現れ，その後徐々に発生量が減少することに対

して，堆肥を施用した試験区は生育期間を通して不定期

に発生ピークが現れるという特徴がみられた。堆肥中の

窒素が肥料と比べてゆっくりと無機化し，硝化が継続的

に進んだためと考えられる。また，特に堆肥を施用した

試験区で，降雨の後に亜酸化窒素の大きな発生ピークを

示した。土壌水分量の増加により，堆肥中の窒素の無機

化と硝化が促進され，亜酸化窒素発生量が増加したと考

えられた。さらに，レタス栽培において各資材の排出係

数を試算すると，Dd被覆窒素は平均０．０８，速効性窒素

は平均０．０９であるのに対し，堆肥は平均０．３０となった。

これは堆肥をエサとする脱窒菌が活性化し，好気的条件

であっても脱窒が促進されたため８）と思われる。このこ

とから，堆肥施用は硝化と脱窒を同時に促進し，亜酸化

窒素の発生を増加させると考えられた。

また，収穫後に作物残さをすき込むことで亜酸化窒素

発生量は増加した。これは亜酸化窒素の土壌の気相中の

濃度は大気より高いことが報告されていることから１，３），

耕耘によって土壌中にたまっていた亜酸化窒素が大気中

に放出された可能性が考えられる。しかしレタス栽培で

はすき込み後の一時的な発生ピークの後もフラックスが

増大している。駒田ら４）はハクサイ残さの腐敗により亜

酸化窒素が発生することを明らかにしており，すき込み

後のフラックスの増加はレタス残さの腐敗や，残さ中の

窒素が無機化したことにより，亜酸化窒素発生量が増加

したと考えられた。

このことから，堆肥や作物残さ等の有機物が亜酸化窒

素の発生に大きな影響を与えていることがわかった。本

県では有機物中の窒素成分は考慮されず肥料が施用され

ている場合が多い。今後は有機物中の窒素を考慮した施

肥方法について検討する必要があると考えられた。
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摘 要

１）水稲－レタスの栽培体系において亜酸化窒素発生量

の経時変化をみると，水稲栽培では代かき後に最大の

発生ピークがみられ，中干し時と収穫後の土壌が乾き

始めた頃にも発生ピークがみられた。レタス栽培では

基肥施用後および残さすき込み後に発生ピークがみら

れた。

２）肥料の施用では基肥施用後に亜酸化窒素の発生ピー

クを示した後徐々に減少するのに対し，堆肥を施用す

ると生育期間中に不定期に数回発生ピークが現れた。

３）亜酸化窒素総発生量は，水稲栽培では Dd被覆窒素

は速効性窒素の７３％，レタス栽培では８８％となり，亜

酸化窒素の発生を低減させる効果がみられた。しかし，

亜酸化窒素の発生量は気象や土壌中の有機物の影響を

受けやすく，レタス栽培では年により効果が明らかで

なかった。また，硝酸化成抑制剤による生育抑制はみ

られなかった。

４）亜酸化窒素排出係数はレタス栽培よりも水稲栽培が

大きく，代かき時の脱窒が影響していると考えられた。

－３３－硝酸化成抑制剤入り被覆窒素肥料による窒素負荷低減対策



５）有機物が亜酸化窒素の発生に及ぼす影響は大きく，

有機物中の窒素を考慮した施肥方法について検討する

必要があると考えられた
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は じ め に

徳島県内の吉野川下流地域は肥沃な土地に恵まれ，近

年は夏期には水稲を中心にエダマメ，スィートコーンと

コマツナ等が，冬期にはホウレンソウ，ブロッコリー，

カリフラワー，洋ニンジンと野沢菜等の露地野菜が主に

作付けされている。中でもコマツナは十数年前から徳島

市，石井町を中心に導入が始まり，２００１年度に県の重点

施策「新世紀園芸ランドとくしま創造事業」の産地強化

品目に位置づけられたことを契機に，栽培面積の拡大が

図られた。主に４～９月の間に水田転換畑で栽培され，

作期が短いことから同一圃場で数回連作されている。し

かし，作付を繰り返すほど病害虫の発生は増加する傾向

があり，特に栽培当初からキスジノミハムシの食害によ

露地コマツナ栽培における防虫ネットの
利用を主体とした減農薬防除体系

中野昭雄

Reduced pesticide control system using insect-proof

screens on open field Komatsuna cultivation

Akio NAKANO

要 約

中野昭雄（２００８）：露地コマツナ栽培における防虫ネットの利用を主体とした減農薬防

除体系．徳島農研報，（５）：３５～４４．

露地コマツナ栽培において，防虫ネットを利用し侵入阻止効果の不十分な害虫に対して

は最小限の薬剤を併用する減農薬防除体系の有効性を検証した。

０．８mm目合い防虫ネットのトンネル被覆と粒剤，あるいは太陽熱土壌消毒を併用した場

合は０．６mm目合い防虫ネット被覆と粒剤を併用した場合と比較してキスジノミハムシ成虫

による被害度はほぼ同程度であったが，いずれの試験区においてもアブラムシ類の発生が

みられ，他の防除手段による防除が必要と考えられた。

０．６mm，０．８mmと１．０mm目合い防虫ネットをそれぞれコマツナにトンネル被覆した場

合，目合いが小さくなるほど，最大葉長が長く，重量も重く，さらに葉色が浅くなる傾向

が認められた。

０．８mm目合い防虫ネットをトンネル被覆し，アブラムシ類の発生時期である５～６月と

９月にはネオニコチノイド系のジノテフラン粒剤をそれ以外の時期にはテフルトリン粒剤

を播種時に処理し，さらにキスジノミハムシ成虫の発生の多くなる８～９月にはシペルメ

トリン乳剤，もしくはアセタミプリド水溶剤を１回散布する防除体系は慣行の防除体系と

比較してキスジノミハムシ成虫とアブラムシ類に対する防除効果は同程度か，優った。

キーワード：コマツナ，露地栽培，防虫ネット，粒剤，キスジノミハムシ，アブラムシ類

�
�
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る品質低下は問題となっていた。その対策として，１mm

目合いの防虫ネット等によるトンネル被覆が導入された

が，キスジノミハムシに対する侵入阻止効果は低く，ま

た有効な登録薬剤が少なかったことから，防除効果は不

十分であった。

このことから，筆者ら４）は防虫ネットの利用を主体と

した化学農薬の使用を削減する防除体系を確立するた

め，３種類の目合いの防虫ネットを用いて作付時期ごと

の各種害虫に対する侵入阻止効果を検討した。その結果，

導入当初より慣行として利用されている１mm目合い防

虫ネットを被覆してもキスジノミハムシによる被害は無

被覆と同程度であり，同虫の侵入阻止効果はないことが

明らかとなった。また，０．６mm目合い防虫ネットを被

覆するとキスジノミハムシによる被害は抑制できたが，

アブラムシ類，アザミウマ類とハスモンヨトウ幼虫の侵

入阻止効果は不十分であることが明らかとなった。

そこで，本研究では露地コマツナ栽培において，防虫

ネットを利用し，侵入阻止効果の不十分な害虫には最小

限の薬剤を併用する減農薬防除体系の有効性を検証した

ので報告する。

試 験 方 法

１ ３種類の目合いの防虫ネット被覆と化学薬剤等の併

用による防除効果（試験１）

試験は２００２年に農業研究所鴨島分場の露地圃場で実施

した。供試品種として１作目は‘よかった菜’を，２作

目以降は‘ひとみ’を用いた。幅１００cmの畝に播種機

を用いて４条播きとした。施肥その他の栽培管理は慣行

に準じた。試験面積は１区当たり１７．２㎡（１．０m×８．６m

×２畝）とし，区制は無防除区のみを２区制に，その他

の試験区は３区制とした。各作付けの播種月日は第１表

のとおりである。

１作目は５試験区全て，薬剤処理と太陽熱土壌消毒を

実施せず，０．６mm，０．８mmと１．０mm目合い防虫ネッ

トをそれぞれ被覆した。２作目以降はキスジノミハムシ

の防除を主体に上記の３種類の目合いの防虫ネットと薬

剤等を処理し第２表に示した５つの試験区を設定した。

なお，各試験区は作付け地を固定し，４作目まで連作した。

調査は１作目は６月５日，２作目は７月５日，３作目

は８月１６日，４作目は１０月２日に，ただし第２表に示し

た０．８mm目合い防虫ネット被覆＋太陽熱土壌消毒区は

７日間（４作目は８日間）畝表面をポリフィルムで被覆し，

播種を遅らせたために，２作目は７月１０日，３作目は８月

２３日，４作目は１０月９日のいずれも収穫直前に実施した。

調査は各区の１畝より任意に２０株を抜き取り，寄生し

た害虫を種別に計数した。次に，１畝より任意に５０株を

抜き取り，全葉におけるキスジノミハムシ成虫による食

痕数から被害度を以下により算出するとともに，アザミ

ウマ類による被害を竹内ら６）により類別された「引きつ

れ」，「ひだ葉」と「反り返り」の３つの症状別に発生株

数を計数した。

被害度＝（３A＋２B＋C）／（３×調査株数）×１００

（A：食痕数２５以上（被害が甚大）の株，B：食痕数５

～２４（被害が顕著で発見容易），C：食痕数１～４（被

害がわずかで発見困難），D：食痕数０（被害が発見で

きない。））なお，すべての調査対象害虫，被害程度とも

１作目は各区２畝のうち１畝のみとした。

２ ０．８mm目合い防虫ネット被覆と化学薬剤の併用に

よる防除効果

試験は２００３～２００５年に農業研究所鴨島分場の露地圃場

で実施した。

１）２００３年実施試験（試験２－１）

供試品種として‘ひとみ’を用いた。幅１００cm

の畝に播種機を用いて４条播きとした。施肥その他

の栽培管理は慣行に準じた。試験面積は１区当たり

１７．２㎡（１．０m×８．６m×２畝）とし，区制は３区制

とした。試験区構成は第３表に示した。なお，各作

付けの播種月日は第１表のとおりである。

キスジノミハムシとアブラムシ類の防除を主体に

０．８mm目合い防虫ネットを被覆するとともに第３

表に示した化学薬剤を処理した。対照として１mm

目合い防虫ネットを被覆するとともに第３表に示し

た化学薬剤を数回処理する慣行防除区と防虫ネット

を被覆せず化学薬剤も無処理の無防除区を設けた。

調査は１作目は５月１２日，２作目は６月２５日，３

作目は７月２８日，４作目は８月２８日，５作目は１０月

７日のいずれも収穫直前に実施した。まず，１畝よ

り任意に５０株を抜き取り，全葉のキスジノミハムシ

成虫による食痕数から被害度を試験１に準じて算出

した。次に，各区の１畝より任意に２０株を抜き取り，

寄生したアブラムシ類成幼虫数を計数した。

２）２００４年実施試験（試験２－２）

供試品種，耕種概要と試験区面積・区制は試験２－

１に準じ，試験区構成は第４表に示した。なお，各

作付けの播種月日は第１表のとおりである。

調査は１作目は５月２８日，２作目は６月２８日，３

作目は８月６日，４作目は９月２４日にの収穫直前に

実施した。方法は試験２－１に準じた。
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３）２００５年実施試験（試験２－３）

供試品種として１作目は‘ひとみ’を，２作目以降

は‘みなみ’を用いた。耕種概要と試験区面積・区制

は試験２－１に準じ，試験区構成は第５表に示した。

なお，各作付けの播種月日は第１表のとおりである。

調査は１作目は５月３１日，２作目は７月６日，３

作目は８月２６日，４作目は１０月６日の収穫直前に実

施した。方法は試験２－１に準じた。

３ ３種類の目合いの防虫ネット被覆がコマツナの生育

に及ぼす影響（試験３）

試験は２００３年に農業研究所鴨島分場の露地圃場で実施

した。供試品種として‘ひとみ’を用い，８月２０日に畝

幅８０cmの畝に播種機を用いて４条播きとした。施肥そ

の他の栽培管理は慣行に準じた。試験面積は１区当たり

８．０㎡（０．８m×１０．０m）とし，区制は１区制とした。試

験区として０．６mm，０．８mmと１mm目合い防虫ネット

をそれぞれ被覆した区を設定した。なお，９月３日にシ

ペルメトリン乳剤２，０００倍液とエマメクチン安息香酸塩

乳剤２，０００倍液を，９月９日にシペルメトリン乳剤２，０００

倍液を全試験区に散布した。

調査は９月１８日に区内より任意に５０株収穫し，株ごと

に最大葉長，重量，葉色（ミノルタ葉緑素計 SPAD－５０２）

を計測した。

第１表 各試験のコマツナ播種月日

試験名 １作目 ２作目 ３作目 ４作目 ５作目

試験１
２００２／５／８ ６／１０ ７／２３ ９／５ －

（２００２／５／８） （６／１７） （７／３０） （９／１３） －

試験２－１ ２００３／４／９ ５／２１ ６／３０ ７／３１ ９／４

試験２－２ ２００４／４／２６ ５／３１ ７／８ ８／２１ －

試験２－３ ２００５／４／２６ ６／１ ７／２８ ９／３ －

注）（ ）内は第２表の０．８mm目合い防虫ネット被覆＋太陽熱土壌消毒区を示す。

第２表 試験１における各試験区第２作目以降の防除手段

試験区名（略称） 作付 No．

防除手段

被覆した防虫
ネットの目合い

播種前土壌処理粒剤の
処理月日と薬剤名

左記以外に処理した薬剤７）の
散布月日，薬剤名と希釈倍数

０．６mm目合い防虫ネット被覆１）

＋粒剤処理区
（０．６mmネット粒剤区）

２作目

０．６mm四方３）
６／１０：テフルトリン粒剤６） ６／２７：エマメクチン安息香酸塩乳剤，２，０００倍

３作目 ７／２３：テフルトリン粒剤６） －

４作目 ９／５：テフルトリン粒剤６） －

０．８mm目合い防虫ネット被覆１）

＋粒剤処理区
（０．８mmネット粒剤区）

２作目

０．８mm四方４）
６／１０：テフルトリン粒剤６） ６／２７：エマメクチン安息香酸塩乳剤，２，０００倍

３作目 ７／２３：テフルトリン粒剤６） －

４作目 ９／５：テフルトリン粒剤６） －

０．８mm目合い防虫ネット被覆１）

＋太陽熱土壌消毒２）区
（０．８mmネット太陽区）

２作目

０．８mm四方４）
－ ７／３：エマメクチン安息香酸塩乳剤，２，０００倍

３作目 － －

４作目 － －

１mm目合い防虫ネット被覆１）

＋液剤散布区
（慣行区）

２作目

１mm四方５）

－

６／２１：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
６／２７：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍

エマメクチン安息香酸塩乳剤，２，０００倍
７／３：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

３作目 －
８／２：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍
８／９，１５：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

４作目 －
９／１２：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍
９／１８：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

無防除区

２作目

無被覆

－ －

３作目 － －

４作目 － －

１）トンネル被覆し裾部を土中に埋め込む。
２）畦立て後，軽く潅水した後，透明ビニルで畝面を被覆した。７日後に透明ビニルを除去し播種後，防虫ネットを被覆した。
３）防虫サンサンネット N－３０００，４）防虫サンサンネット GN－２３００，５）防虫サンサンネット GN－２０００
６）４kg／１０aを畝面に散粒し土壌混和した。
７）エマメクチン安息香酸塩乳剤はアザミウマ類を，その他の薬剤はキスジノミハムシ成虫を対象に散布した。
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第３表 試験２－１における各試験区の防除手段

試験区（略称） 作付 No．

防除手段

被覆した防虫
ネット１）の
目合い

播種前土壌処理粒剤
の処理月日と薬剤名

キスジノミハムシとアブラムシ類
防除のために散布した薬剤の
散布月日，薬剤名と希釈倍数

０．８mm目合い
防虫ネット被覆
＋薬剤処理区

（０．８mmネット薬剤区）

１作目

０．８mm四方２）

５／２：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

２作目 ５／２１：ジノテフラン粒剤４） －

３作目 ６／３０：テフルトリン粒剤５） －

４作目 ７／３１：テフルトリン粒剤５） ８／１９：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

５作目 ９／４：ジノテフラン粒剤４） －

慣行防除区
（慣行区）

１作目

１mm四方３）

－ ５／２：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍
５／６：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

２作目
－ ６／４：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍

６／１１：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

３作目
－ ７／１０：ピリミホスメチル乳剤

７／１６，７／２４：シペルメトリン乳剤，

４作目
－ ８／１３：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍

８／１９，８／２６：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

５作目
－ ９／２６：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍

９／１５，１０／３：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

無防除区

１作目

無被覆

－ －

２作目 － －

３作目 － －

４作目 － －

５作目 － －

１）防虫ネットはトンネル被覆し裾部を土中に埋め込む。
２）防虫サンサンネット GN－２３００，３）防虫サンサンネット GN－２０００
４）６kg／１０aを播溝処理し土壌混和後播種した。
５）４kg／１０aを全面処理し畝立てと同時に土壌混和した。

第４表 試験２－２における各試験区の防除手段

試験区 作付 No．

防除手段

被覆した防虫
ネット１）の
目合い

播種前土壌処理粒剤
の処理月日と薬剤名

キスジノミハムシとアブラムシ類
防除のために散布した薬剤の
散布月日，薬剤名と希釈倍数

０．８mm目合い
防虫ネット被覆
＋薬剤処理区

１作目

０．８mm四方２）

－ －

２作目 ５／３１：ジノテフラン粒剤４） －

３作目 ７／８：テフルトリン粒剤５） －

４作目 ８／２１：テフルトリン粒剤５） ９／１６：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

慣行防除区

１作目

１mm四方３）

－
５／７：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
５／１４：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍
５／２１：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

２作目 － ６／９，６／２４：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

３作目 －
７／１６，８／３：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
７／２３：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

４作目 － ９／１６：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

無防除区

１作目

無被覆

－ －

２作目 － －

３作目 － －

４作目 － －

１）防虫ネットはトンネル被覆し裾部を土中に埋め込む。
２）防虫サンサンネット GN－２３００，３）防虫サンサンネット GN－２０００
４）６kg／１０aを播溝処理し土壌混和後播種した。
５）４kg／１０aを前面処理し畝立てと同時に土壌混和した。
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試 験 結 果

１ ３種類の目合いの防虫ネット被覆と化学薬剤等の併

用による防除効果（試験１）

各試験区におけるキスジノミハムシ成虫による作期別

被害度を第１図に示した。無防除区を除く４試験区の中

では慣行区の被害度が最も高かった。他の３試験区の中

では０．８mmネット粒剤区が２作目に９．９と０．６mmネッ

ト粒剤区と０．８mmネット太陽区より高い値を示したが，

それ以外は差は小さかった。次に，各試験区における作

期別のチョウ目以外の各害虫発生量を第６表，アザミウ

マ類による作期別被害程度を第７表，チョウ目害虫発生

量を第８表に示した。キスジノミハムシ成虫は０．６mm

ネット粒剤区では全く認められず，０．８mmネット粒剤

区と０．８mmネット太陽区で１作目と２作目とも慣行区

より少なかった。アブラムシ類は４作期で試験区別の傾

向は認められなかった。アザミウマ類は無防除区の発生

量が最も多く，他の試験区では１作目は０．６mmネット

粒剤区が最も少なかったが，２作目は慣行区が最も少な

かった。被害程度も１作目は特に「引きつれ」症状が

０．６mmネット粒剤区で最も少なく０．８mmネット太陽

区，０．８mmネット粒剤区，慣行区と防虫ネットの目合

いの大きさの順に多くなった。しかし，２作目では無防

除区以外の試験区では０．６mmネット粒剤区で「引きつ

れ」症状が多かった。ハダニ類は１作目と２作目に認め

られたが，試験区間の差は小さく明瞭な傾向は認められ

なかった。カブラハバチは無防除区のみで認められた。

ハモグリバエ類による食害痕は無防除区が最も多く，０．６mm

第５表 試験２－３における各試験区の防除手段

試験区 作付 No.

防除手段

被覆した防虫
ネット１）の目合い

播種前土壌処理剤
の種類と処理月日

キスジノミハムシとアブラムシ類
防除のために散布した薬剤の
散布月日，薬剤名と希釈倍数

０．８mm目合い
防虫ネット被覆
＋薬剤処理区

１作目

０．８mm四方２）

－ ５／２１：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

２作目 ６／１：ジノテフラン粒剤４） －

３作目 ７／２８：テフルトリン粒剤５） ８／１７：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

４作目 ９／３：ジノテフラン粒剤５） ９／１６：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

慣行防除区

１作目

１mm四方３）

－

５／７：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍
５／１５：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
５／２１：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

２作目 －

６／１３：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍
６／１７：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍
６／２３，６／２８：シペルメトリン乳剤，２，０００倍

３作目 －

８／２：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍
８／８，８／２５：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
８／１７：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

４作目 －

９／１２：ピリミホスメチル乳剤，２，０００倍
９／２０，１０／４：シペルメトリン乳剤，２，０００倍
９／２７：アセタミプリド水溶剤，４，０００倍

無防除区

１作目

無被覆

－ －

２作目 － －

３作目 － －

４作目 － －

１）防虫ネットはトンネル被覆し裾部を土中に埋め込む。
２）防虫サンサンネット GN－２３００，３）防虫サンサンネット GN－２０００
４）６kg／１０aを播溝処理し土壌混和後播種した。
５）４kg／１０aを全面処理し畝立てと同時に土壌混和した。

第１図 試験１の各試験区におけるキスジノミハムシ成虫に
よる作期別被害度（２００２）

－３９－露地コマツナ栽培における防虫ネットの利用を主体とした減農薬防除体系



ネット粒剤区では全く認められなかった。他の３試験区

の差は明瞭ではなかった。最後に，チョウ目害虫は無防

除区で５種が認められたが，それ以外の試験区ではごく

まれに認められただけであった。

２ ０．８mm目合い防虫ネット被覆と化学薬剤の併用に

よる防除効果（試験２－１～３）

試験２－１の各試験区におけるキスジノミハムシ成虫

による作期別被害度を第２図に，アブラムシ類の寄生虫

第６表 試験１の各試験区におけるチョウ目以外の各害虫作期別発生量（２００２）

試験区 作付 No.
キスジノミハムシ

成虫
アブラムシ類
成幼虫

アザミウマ類
成幼虫

ハダニ類
雌成虫

カブラハバチ
幼虫

ハモグリバエ類
食害痕

０．６mmネット粒剤区

１作目 ０ ６４．８ ６．２ ２．０ ０ ０

２作目 ０ ０ ５．０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０

０．８mmネット粒剤区

１作目 ０ ５６．４ １６．２ ０．７ ０ １．２

２作目 ０．３ ０．２ ２．８ ０．２ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０．２ ０ ０ ０ ０．２

０．８mmネット太陽区

１作目 ０．２ １２．７ ９．６ ０．２ ０ ０

２作目 ０ １．１ ２．３ ０．２ ０ ０

３作目 ０ ０．５ ０ ０ ０ ０．１

４作目 ０ ０ ０．１ ０ ０ ０

慣行区

１作目 ２．５ ３４．８ ５４．０ ０．２ ０ ２．３

２作目 ０．６ ０．５ ０．２ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０．２ ０ ０ ０ ０．１

無防除区

１作目 ８．２ １１．７ ９５．３ ０．２ ０．５ ９．３

２作目 １２．９ ２５．５ ２７．１ ０ ０．８ ０．４

３作目 ０．１ ０．３ ０ ０ ２．４ ４．０

４作目 ０．４ １５．１ ０ ０ ０ １．４

注）数値は１０株当たり寄生虫数，あるいは食害痕数を示す。

第７表 試験１の各試験区におけるアザミウマ類による作期別被害程度

試験区 作付 No．
アザミウマ類による被害１）

引きつれ ひだ葉 反り返り 不明

０．６mmネット粒剤区

１作目 １６．０ ６．７ ２．７ ０

２作目 ３０．３ ０ ０ ０

３作目 １．７ ０．３ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０

０．８mmネット粒剤区

１作目 ２６．７ １２．７ ３．３ ０

２作目 １４．３ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０

０．８mmネット太陽区

１作目 ２４．７ １４．０ ３．３ ０

２作目 １５．３ ２．０ ０ ０

３作目 ０．３ ０ ０ ０

４作目 ０．７ ０ ０ ０

慣行区

１作目 ５３．７ ２２．０ ４．７ ０

２作目 ６．０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０．３ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０

無防除区

１作目 ８４．７ ７７．３ ５６．０ ０

２作目 ６４．０ １４．５ １．５ ０

３作目 ２．０ ０．５ ０ ０

４作目 １．５ ０ ０ ０

１）５０株あたりの割合（%）

－４０－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



数を第３図に示した。キスジノミハムシ成虫による被害

度はいずれの作期も０．８mmネット薬剤区が慣行区より

も低かった。また，アブラムシ類の寄生虫数も１作目と

５作目では低いレベルで同等で他の作期では０．８mm

ネット薬剤区が慣行区よりも低かった。

次に，試験２－２の各試験区におけるキスジノミハム

シ成虫による作期別被害度を第４図に，アブラムシ類の

寄生虫数を第５図に示した。キスジノミハムシ成虫によ

る被害度は２～４作目まで０．８mmネット薬剤区が慣行

区よりも低かった。１作目の両者の差は小さかった。ア

ブラムシ類の寄生虫数は４作目で０．８mmネット薬剤区

が慣行区よりも低かったが，他の作期での差はないか，

小さかった。

最後に，試験２－３の各試験区におけるキスジノミハ

ムシ成虫による作期別被害度を第６図に，アブラムシ類

の寄生虫数を第７図に示した。キスジノミハムシ成虫に

よる被害度はすべての作期で０．８mmネット薬剤区が慣

行区よりも低かったが，４作目の両者の差は小さかった。

アブラムシ類の寄生虫数はいずれの作期も０．８mmネッ

ト薬剤区と慣行区とも発生密度は低く，防除効果は高

かった。

３ ３種類の目合いの防虫ネット被覆がコマツナの生育

に及ぼす影響（試験３）

防虫ネットの目合いの大きさ別コマツナの生育状況を

第９表に示した。防虫ネットの目合いが小さくなるほど，

最大葉長が長く，重量も重く，また葉色は浅くなる傾向

が認められた。

第８表 試験１の各試験区における各チョウ目害虫作期別発生量（２００２）

試験区 作付 No.
モンシロチョウ コナガ ハイマダラ

ノメイガ
ハスモン
ヨトウ

シロイチモジ
ヨトウ卵 幼虫 卵 幼虫

０．６mmネット粒剤区

１作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０．１ ０

０．８mmネット粒剤区

１作目 ０ ０ １．０ ０ ０ ０ ０

２作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０．８mmネット太陽区

１作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

慣行区

１作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２作目 ０ ０ ０．１ ０ ０ ０ ０

３作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４作目 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

無防除区

１作目 ５．３ ８．５ ０ ０．８ ０ ０ ０

２作目 ０．６ ０ ０．４ ２．１ ０ ０ ０

３作目 ０ ０．１ ０ ０．５ ７．８ １．５ ０

４作目 ０．１ ０．１ ０ ０ ２．０ ４．５ ０．３

注）数値は１０株当たり寄生卵数，あるいは虫数を示す。

第９表 防虫ネットの目合いの大きさ別コマツナの生育状況

目合いの大きさ（mm）

コマツナの生育状況１）

最大葉長（cm） 重量（g／株） 葉色２）

０．６ ２８．７ ３５．４ ４５．８

０．８ ２７．０ ２７．０ ４６．７

１ ２６．５ ２６．６ ４７．７

１）数値は５０株あたり平均値を示す。
２）ミノルタ葉緑素計 SPAD－５による示度を示す。

－４１－露地コマツナ栽培における防虫ネットの利用を主体とした減農薬防除体系



考 察

筆者ら４）は露地栽培コマツナにおいて，３種類の目合

い，０．６mm，０．８mmと１mm目合いの防虫ネットをト

ンネル被覆し作付期ごとの各種害虫の発生量および被害

程度を調査した。その結果，防虫ネットを被覆した３つ

の試験区で発生個体数，食害による被害が目立った害虫

はキスジノミハムシ，アブラムシ類，アザミウマ類とハ

スモンヨトウ幼虫であった。１mm目合い防虫ネットの

被覆はキスジノミハムシ成虫に対する侵入防止効果は全

くなく，０．６mm目合い防虫ネットの被覆が最も侵入阻

止効果が高かった。しかし，この防虫ネットでさえもア

ブラムシ類，アザミウマ類，ハスモンヨトウ幼虫とハダ

ニ類に対する侵入阻止効果は不十分であった。この結果

は長坂ら５）のプランターに栽培したコマツナを用いた場

合とほぼ同様であった。長坂ら３）が指摘しているように

防虫ネットの目合いは小さいほど害虫の侵入は阻止でき

るであろうが，たとえ小さな目合いの防虫ネットを利用

第２図 試験３－１の各試験区におけるキスジノミハムシ成
虫による作期別被害度（２００３）

第３図 試験３－１の各試験区におけるアブラムシ類の寄生
虫数（２００３）

第４図 試験３－２の各試験区におけるキスジノミハムシ成
虫による作期別被害度（２００４）

第５図 試験３－２の各試験区におけるアブラムシ類の寄生
虫数（２００４）

第６図 試験３－３の各試験区におけるキスジノミハムシ成
虫による作期別被害度（２００５）

第７図 試験３－３の各試験区におけるアブラムシ類の寄生
虫数（２００５）

－４２－ 徳島農研報 第５号 （２００８）



し，すべての害虫の侵入を抑えても作物の生育，収量や

品質に影響を及ぼしたり，あるいは価格が高くなるので

あれば，生産者は利用しないと考えられる。それらを総

合的に考慮した上で，防虫ネットの防除効果を補う他の

防除手段を組み合わせる必要がある。

３種類の目合いの防虫ネットを用い，コマツナをトン

ネル栽培した場合，目合いが小さくなるほど最大葉長が

長く，重量も重く，さらに葉色は浅くなる傾向が認めら

れた。達観ではあるが，試験１においても０．６mm目合

い防虫ネットの被覆下では他の試験区よりも明らかに葉

色が浅い傾向が認められた。導入当初より慣行として利

用される１mm目合い防虫ネット被覆でさえも，生産者

によっては葉色を濃くするために収穫１～２日前には防

虫ネットを除去している。また，筆者５）は０．６mm目合い

防虫ネットを利用した場合の経費を０．８mm目合い防虫

ネットに比べて１０a当たりでは約１．４倍も割高になるこ

とを試算している。これらのことから，０．６mm目合い

防虫ネットが生産者に受け入れられないことは必至であ

る。

したがって，コマツナの露地栽培で被覆する防虫ネッ

トには０．８mm目合いが適当と考えられる。しかし，こ

の０．８mm目合い防虫ネットは１mm目合い防虫ネット

よりもキスジノミハムシ成虫に対する侵入防止効果は優

れるものの，０．６mm目合い防虫ネットほどの効果は期

待できないことから，連作した場合には土中に残った次

世代幼虫等が次作に羽化し被害を与えると懸念される。

このため，化学薬剤，特に土壌に処理するテフルトリン

粒剤や杉本ら（未発表）と熊倉ら２）が検討したポリフィル

ムを用いた太陽熱土壌消毒を併用した防除体系を確立す

る必要がある。０．８mm目合い防虫ネットの被覆と粒剤，

あるいは太陽熱土壌消毒を併用した場合（０．８mmネッ

ト粒剤区と０．８mmネット太陽区）は０．６mm目合い防虫

ネットの被覆と粒剤を併用した場合（０．６mmネット粒

剤区）と比較してキスジノミハムシ成虫による被害度は

ほぼ同程度であった。筆者ら４）はキスジノミハムシ成虫

によるコマツナの経済的被害許容水準の上限は被害度

３３．３と考えており，前者はいずれもこの値よりも低かっ

た。また，これら３つの試験区ではカブラハバチやチョ

ウ目害虫の発生はほとんどみられず，ハダニ類とハモグ

リバエ類の発生もごくわずかしか認められなかった。し

かし，アブラムシ類とアザミウマ類の発生はみられた。

アザミウマ類の場合は１作目では虫数，被害株数とも防

虫ネットの目合いの大きさの順に多くなった。２作目で

はヒラズハナアザミウマ等の発生が多くなる時期であっ

たことから無防除区以外の試験区にエマメクチン安息香

酸塩乳剤を散布したため，無防除区と比較して虫数，被

害株数とも少なかったが，防虫ネットの目合いの大きさ

と侵入阻止効果の程度は関係なかった。本県で確認され

ているアザミウマ類の被害は，竹内ら６）が確認したネギ

アザミウマとミカンキイロアザミウマが原因の葉の白色

斑点症状ではなく，そのほとんどが竹内ら６）が類別した

「引きつれ」である。本試験でも３つの被害症状の中で

は「引きつれ」が多かったが，この症状は「ひだ葉」や

「反り返り」とは異なり軽微な被害であり，しかも株内

において１～３個が認められる程度は軽視できる。この

ことから，アザミウマ類防除の重要性は低いと考えられ

た。一方，アブラムシ類は筆者ら４）が以前に実施した試

験においても防虫ネットの目合いの大きさに関係なく発

生し，本試験でも同様の傾向が認められた。主に，モモ

アカアブラムシとニセダイコンアブラムシが発生するが，

特に春～初夏と秋に発生するモモアカアブラムシが大き

なコロニーを形成する。このことから，発生時期におけ

る化学薬剤による防除は不可欠であると考えられる。こ

れは熊倉ら２）も秋作コマツナを０．６mm目合い防虫ネット

をトンネル被覆した場合においてもアブラムシ類の被害

を確認しており，他の防除手段との併用が必要であると

指摘している。

試験２では０．８mm目合い防虫ネットをトンネル被覆

し，アブラムシ類の発生時期である５～６月と９月には

アブラムシ類に効果のあるネオニコチノイド系のジノテ

フラン粒剤をそれ以外の時期にはテフルトリン粒剤を播

種時に処理し，さらにキスジノミハムシ成虫の発生の多

くなる８～９月にはシペルメトリン乳剤，もしくはアセ

タミプリド水溶剤を１回散布し，慣行防除との防除効果

を比較した。その結果，いずれの試験においてもキスジ

ノミハムシ成虫とアブラムシ類とも前者が後者に対して

劣ることはなく，本防除体系の有効性が確認できた。な

お，シペルメトリン乳剤はアブラムシ類に対する農薬登

録はあるが，キスジノミハムシにはない。しかし，筆者

（未発表）はキスジノミハムシ成虫に対する十分な効果

をすでに確認している。

以上のことから，コマツナを４～９月に露地で栽培す

る場合の減農薬防除体系について提案する。まず，目合

い０．８mmの防虫ネットを被覆する。次に，この防虫ネッ

トを利用した場合でもキスジノミハムシとアブラムシ類

は５～９月作付期には発生する場合があるので，播種時

には必ず粒剤を土壌に処理するか，盛夏期には太陽熱土

壌消毒を実施する。この粒剤処理は前作の土壌中に残っ

たキスジノミハムシ幼虫と蛹から羽化する成虫を防除す

ることを主なねらいとするが，５～６月，９月作付期に

－４３－露地コマツナ栽培における防虫ネットの利用を主体とした減農薬防除体系



はアブラムシ類の発生が多くなる傾向があるので，アブ

ラムシ類にも効果のあるジノテフラン粒剤を，それ以外

はテフルトリン粒剤を利用する。また，粒剤を処理しな

い４月作付期とキスジノミハミシの発生が多くなり，ア

ブラムシ類がまれに発生する７～８月作付期には害虫の

発生，特にキスジノミハムシの被害防止を目的としてア

セタミプリド水溶剤を散布する。アザミウマ類は年次，

地域・圃場によって発生量が４～６月作付期に多くなる

場合があり，その場合にはスピノサド水和剤で防除する。

９月作付期にはハスモンヨトウの若齢幼虫がトンネル被

覆の外から網目を通過して侵入することがあるので，萩

森ら１）の試験研究で有効であった BT剤，あるいはエマ

メクチン安息香酸塩乳剤等で防除する。

最後に，徳島県では平成１１年７月に制定された「持続

性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」の施

行後，「持続性の高い農業生産方式の導入指針」を策定

し，多くの農業者がこれに基づき「持続性の高い農業生

産方式導入に関する計画」を作成し，エコファーマーと

して参画できるよう支援措置を講じているところである。

この指針の中のコマツナの具体的な生産方式では，化学

農薬散布回数の目安は２回以下と定められており，それ

を目標に化学農薬低減技術として防虫ネットや太陽熱土

壌消毒等の内容が盛り込まれている。本報告が今後，露

地コマツナ栽培の生産現場での持続性の高い農業生産方

式の導入に活かされることを期待する。

摘 要

露地コマツナ栽培において，防虫ネットを利用し侵入

阻止効果の不十分な害虫には最小限の薬剤を併用した減

農薬防除体系の有効性を検証した。

１）０．８mm目合い防虫ネットのトンネル被覆と粒剤，

あるいは太陽熱土壌消毒を併用した場合は０．６mm目

合い防虫ネット被覆と粒剤を併用した場合と比較して

キスジノミハムシ成虫による被害度はほぼ同程度で

あった。３つの試験区ではカブラハバチやチョウ目害

虫の発生はほとんどみられなかったが，アブラムシ類，

アザミウマ類，ハダニ類とハモグリバエ類の発生がみ

られた。このうち，アブラムシ類の発生は問題があり，

他の防除手段による防除が必要と考えられた。

２）０．８mm目合い防虫ネットをトンネル被覆し，播種

時にアブラムシ類の発生時期である５～６月と９月に

はアブラムシ類に効果のあるネオニコチノイド系のジ

ノテフラン粒剤をそれ以外の時期にはテフルトリン粒

剤を処理する。さらにキスジノミハムシ成虫の発生の

多くなる８～９月にはシペルメトリン乳剤，もしくは

アセタミプリド水溶剤を１回散布する。以上の防除体

系は慣行の防除体系よりもキスジノミハムシ成虫とア

ブラムシ類に対する防除効果は同程度か，優った。

３）３種類の防虫ネットをそれぞれコマツナにトンネル

被覆した場合，目合いが小さくなるほど最大葉長が長

く，重量も重く，さらに葉色は浅くなる傾向が認めら

れた。

４）以上のことから，露地でコマツナを栽培する場合に

は０．８mm目合い防虫ネットを被覆し，播種時に粒剤

を土壌に処理する体系は慣行の防除体系よりも使用す

る薬剤の回数を削減でき，キスジノミハムシとアブラ

ムシ類に対する防除効果の面でも有効である。
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は じ め に

サツマイモ立枯病（Soil rot）は Streptomyces ipomoeae

（Person et Martin）Waksman & Henriciに起因する土

壌病害で，徳島県のサツマイモ生産において最も重要な

病害である。

本病の防除には，１９７７年頃からクロルピクリン剤によ

るマルチ畦内消毒が行われ，現在では機械化一貫体系が

確立している。

しかし，近年本県のサツマイモ産地では宅地化の進行

土壌くん蒸剤のマルチ畦内消毒における
低透過性フィルムを利用したガス透過抑制と
サツマイモ立枯病に対する防除効果の向上＊

米本謙悟＊＊・田中昭人・坂口謙二

Reduction of soil fumigants emissions using low permeability film by the method of

applying to mulched row and control effect of sweet potato soil rot.

Kengo YONEMOTO**, Akihito TANAKA and Kenji SAKAGUCHI

要 約

米本謙悟・田中昭人・坂口謙二（２００７）：土壌くん蒸剤のマルチ畦内消毒における低透

過性フィルムを利用したガス透過抑制とサツマイモ立枯病に対する防除効果の向上 徳島

農研研報（５）:４５～５１

マルチ畦内消毒時の被覆資材として，土壌くん蒸剤のガス透過を抑制する低透過性フィ

ルムの利用効果とサツマイモ立枯病に対する防除効果の向上について検討した。

マルチを行った畦表面からガス化したクロルピクリン剤の大気中への透過量は，低透過

性フィルム区では黒色ポリエチレンフィルム区の約１／６から最大で約１／４０に抑制された。

また，サツマイモ挿苗後の地上部，茎部および塊根発病程度は低透過性フィルム区ではク

ロルピクリン剤の処理量を慣行の１／３に低減しても高い防除効果を示した。

また，ダゾメット粉粒剤の畦内濃度は，処理量に関係なく処理４８時間以降，低透過性フィ

ルム区が黒色ポリエチレンフィルム区より高く推移した。挿苗後の地上部の影響，茎部お

よび塊根発病程度は低透過性フィルム区では，ダゾメット粉粒剤３０㎏／１０a処理で対照とほ

ぼ同等の高い防除効果が認められた。

以上の結果から，低透過性フィルムはガス化したクロルピクリン剤のガス透過抑制に優

れ，薬量も慣行の１／３量まで下げることが可能であること，またダゾメット粉粒剤の砂地

畑における防除効果を向上させることが可能であると考えられた。

キーワード：サツマイモ，立枯病，低透過性フィルム，土壌くん蒸，ガス透過量

�
�
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�
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に伴い，ガス化したクロルピクリン剤による刺激臭等が

問題となり始めた。その理由として，本剤の処理が３月

中，下旬に集中したり，４月以降の地温が上昇する時期

に処理すると，被覆した黒色ポリエチレンフィルム表面

をガス化した本剤成分が透過し，一時的に大量に放出さ

れるためと考えられた。

そこで筆者らはマルチ畦内消毒時の被覆資材として，

臭化メチル剤の大気中への放出を制限するために開発さ

れた低透過性フィルムに着目し，クロルピクリン剤のガ

ス透過抑制効果とサツマイモ立枯病に対する防除効果を

検討した。同時に，刺激臭等の問題はないが，黒色ポリ

エチレンフィルム被覆では効果が不十分であるという報

告７）があるダゾメット粉粒剤について，低透過性フィル

ムを用いることによる本病防除効果の向上を検討した。

その結果，一定の知見が得られたので報告する。

試 験 方 法

耕種概要

試験は徳島県名西郡石井町の農業研究所内で，１９９５年

度に造成したサツマイモ立枯病汚染砂地畑圃場で行った。

供試した被覆資材は低透過性フィルム（商品名：オル

ガロイフィルム，エルフ・アトケム社製，厚さ４０μm，

以下，PA）及び黒色ポリエチレンフィルム（大倉工業

社製，厚さ３０μm，以下，PE）を用いた。PAは臭化メ

チル剤の大気中への放出抑制を目的としてフランスで開

発された半透明のフィルムであり，ポリエチレンフィル

ムの間にポリアミド・ポリオレフィン系の樹脂（オルガ

ロイ）を挟んだ３層で構成されているフィルムである。

施肥は２００３年４月１４日に基肥として「かんしょ有機２

号」（N－P－K：４－１３－１３）１００kg／１０a量を全面施用

後，耕耘を行った。試験は１区４．５㎡（畦幅０．７５m，畦

長６m），２区制で行った。地温測定はティアンドデイ

社製温度センサーを用いて各処理区中央の畦表面から１５

cm下と３０cm下の位置を測定した。薬剤処理は同日に

次のように行った。

クロルピクリン剤（９９．５％濃度液剤，以下，CP剤）

は畦立て，両資材被覆後に手動灌注器（共立社製 HF

－４X）で畦上部から約１５cmの深さに３０cm間隔で灌注

後，粘着テープで穴を塞いだ。

ダゾメット粉粒剤（以下，DZ剤）は全面処理後に十

分混和後，畦立てを行い，両資材で被覆した。

両薬剤とも処理後のガス抜きは行わなかった。

サツマイモ苗の挿苗は２００３年５月１４日に行った。供試

品種は‘なると金時’（高系１４号の選抜系統）を用いた。

栽植密度は約３，３００株／１０a（畦幅７５cm，株間４０cm，１

条植え）とした。

１ クロルピクリン剤の透過速度抑制効果とサツマイモ

立枯病の防除効果

被覆資材として PAを供試し，CP剤の処理量はそれ

ぞれ１穴当たり１，２，３mLとした（以下，PA+CP

１mL／穴区，PA+CP２mL／穴区，PA+CP３mL／穴区）。

また，CP剤を処理せず PA被覆のみの区を設けた（以

下，PAのみ区）。対照として PEを用い，CP剤を３mL／

穴処理した区（以下，PE+CP３mL／穴区）と無処理の

区（以下，無処理区）を設けた。

畦表面から大気中への CP剤透過量の測定は PA+CP

３mL／穴区と PE+CP３mL／穴区で行った。測定は谷・

林１９）の方法に準じ，開口部をシリコン栓で密封した吸引

鐘を畦表面の薬剤注入点の中間へ設置し，上部からガス

タイトシリンジを用いて，内部の空気を５mL採取し，

バイアル瓶中のヘキサン２０mLに溶解させ，ガスクロマ

トグラフ（ECD検出器）により測定した。また，畦内

土壌中拡散量の測定は各処理区の畦中央部において薬剤

注入点の中間点へMU式採気採水管を深さ１５cmに差し

込み，上部シリコンセプタムからガスタイトシリンジを

用いて土壌中の空気を５mL採取し，バイアル瓶中のヘ

キサン２０mLに溶解させ，ガスクロマトグラフ（ECD

検出器）により測定した。ガス濃度測定は薬剤注入から

１，３，５，８，１８，２４，４８，７２，９６時間後に行った。

調査は２００３年７月１５日（挿苗６２日後）に地上部の影響

（以下，地上部発病程度）を程度別に調査し，次式にて

発病度を算出した。

発病度＝Σ（程度別発病株数×指数）×１００／（調査株数×４）

発病程度別指数（０：無発病，１：立枯病による萎れ，

２：葉の黄，紫変，生育抑制，３：著しい生育抑制，４：枯死）。

地下部は２００３年９月２日（挿苗１１１日後）に試験区の

両端の株を除いた全株について茎部の発病を程度別に調

査し，下記の指数にて発病度を算出した。

発病程度別指数（０：健全，１：小さい病斑が１～２個，

２：小さな病斑が多い，直径５mm未満の病斑が１個，

３：直径５mm以上の病斑が２個以上，茎の一部枯

死，４：茎の枯死）。

また，塊根については５０g以上の全塊根を対象とし，発

病を程度別に調査し，下記の指数にて発病度を算出した。

発病程度別指数（０：健全，１：わずかな病斑，発病に

起因する浅い裂開，２：小さな病斑が多い，浅い裂開が

２本，３：大きな病斑（直径１cm以上）も認める，深

い裂開，４：大きな病斑が多い，病斑に起因するくびれ
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や裂開）。

また各区について総塊根重，健全塊根重及び発病塊根

重を調査した。

２ ダゾメット粉粒剤処理後のメチルイソチオシアネー

ト畦内濃度の推移とサツマイモ立枯病の防除効果

被覆資材として PA及び PEを供試した。DZ剤処理

前には処理区の土壌に散水し，土壌水分量を約２５％に調

整した。DZ 剤の処理量はそれぞれ２０kg ／１０a と３０kg ／

１０aとした（以下，PA+DZ２０kg／１０a区，PA+DZ３０kg／

１０a区，PE+DZ２０kg／１０a区，PE+DZ２０kg／１０a区）。対

照として被覆資材に PEを用い，CP剤を３mL／穴処理

した区（以下，PE+CP３mL／穴区）と無処理の区（以

下，無処理区）を設けた。

DZ剤は土壌中で分解した本剤の有効成分であるメチ

ルイソチオシアネート（以下，MITC）を測定した。畦

内土壌中拡散量の測定は各処理区の畦中央部において薬

剤注入点の中間点へMU式採気採水管を深さ１５cmに差

し込み，上部シリコンセプタムからガスタイトシリンジ

を用いて土壌中の空気を５mL採取し，バイアル瓶中の

酢酸エチル１０mLに溶解させ，ガスクロマトグラフ（FTD

検出器）により測定した。ガス濃度測定は薬剤注入から

１，３，５，８，１８，２４，４８，７２，９６時間後に行った。

サツマイモ苗の挿苗日及び調査日，方法については上記

１．と同様とした。

結 果

１ クロルピクリン剤の透過速度抑制効果とサツマイモ

立枯病の防除効果

土壌くん蒸期間中の地温は PA区が畦表面下１５cmと

３０cmとも PE区より高く推移した（第１図）。

畦表面から大気中への CP剤透過量は，PA+CP３mL／

穴区では処理８時間後に３９３μg/Lと最も多くなった。一

方，PE+CP３mL／穴区では処理２４時間後に，１０，７０４μg/L

と最も多くなった。調査時点ごとの PE+CP３mL／穴区

に対する PA+CP３mL／穴区の大気中への CP剤透過量

は約１／６から最大で約１／４０に抑制され，平均約１／１８

の抑制効果があった（第２図）。

PA+CP２mL／穴区と PA+CP３mL／穴区の畦内濃度

は処理１８時間後まで PE+CP３mL／穴区とほぼ同等で

あった。畦内濃度が最大となったのは PA+CP２mL／穴

区と PA+CP３mL／穴区では処理２４時間後にそれぞれ

３７，３３０μg/L，５４，１１４μg/L，PE+CP３mL／穴区では処理

１８時間後に３２，５１８μg/L検出された。一方，PA+CP１mL／

穴区の畦内濃度は調査期間を通して PE+CP３mL／穴区

よりも低く推移し，処理３～２４時間後までほぼ横ばいで，

その後低下した（第３図）。第１図 被覆フィルムおよび深さ別による畦内地温の推移
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム

第２図 被覆フィルム別によるクロルピクリンマルチ畦内消
毒におけるクロルピクリン剤の畦表面透過量の推移
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム

第３図 被覆フィルム別によるクロルピクリンマルチ畦内消
毒におけるクロルピクリン剤の畦内濃度の推移
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム
CP：クロルピクリン剤（９９．５％液剤）

－４７－
土壌くん蒸剤のマルチ畦内消毒における低透過性フィルムを利用したガス透過抑制と

サツマイモ立枯病に対する防除効果の向上



挿苗６２日後の地上部発病度は，CP剤処理を行った３

つの PA区では処理量に関係なく PE+CP３mL／穴区と

ほぼ同等に高い効果が認められた。しかし，PAのみ区

では無処理区よりも発病度が高かった。また，挿苗１１１

日後の茎部発病度および塊根発病度は地上部発病度と同

様に CP剤処理を行った３つの PA区では処理量に関係

なく PE+CP３mL／穴区とほぼ同等の高い防除効果が認

められた。一方，PAのみ区では無処理区よりも茎部，

塊根部とも地上部と同様に発病度が高かった（第４図）。

総塊根重は CP処理を行った３つの PA区では処理量

に関係なく，PE+CP３mL／穴区とほぼ同等であった（第

５図）。

２ ダゾメット粉粒剤処理後のメチルイソチオシアネー

ト畦内濃度の推移とサツマイモ立枯病の防除効果

DZ剤のMITC畦内濃度はいずれの処理区も４８時間後

に最大となった。被覆資材別の濃度は４８時間後 PA+DZ

２０kg／１０a区で３，７７７μg/Lとなり PE+DZ２０kg／１０a区の

約１．５倍，PA+DZ３０kg／１０a区で５，７８７μg/Lとなり PE+

DZ３０kg／１０a区の約１．９倍であった。その後，各処理区

ともMITC畦内濃度は下がっていったが，処理９６時間

後には PA+DZ２０kg／１０a区の方が PE+DZ２０kg／１０a区

の約３．７倍，PA+DZ３０kg／１０a区 が PE+DZ３０kg／１０a区

の約４．４倍検出された（第６図）。

挿苗６２日後の地上部発病度は，PA+DZ２０kg／１０a区と

PA+DZ３０kg／１０a区では DZ剤の処理量に関係なく PE

+CP３mL／穴区とほぼ同等の高い防除効果が認められた。

一方，PE+DZ２０kg／１０a区ではサツマイモ立枯病の影響

と見られる萎れが認められた。また，挿苗１１１日後の茎

部発病度は PA+DZ２０kg／１０a区と PA+DZ３０kg／１０a区

で DZ剤の処理量に関係なく PE+CP３mL／穴区とほぼ

同等の高い防除効果が認められたが，PE+DZ２０kg／１０a

区と PE+DZ３０kg／１０a区では PE+CP３mL／穴区と比較

してやや劣った。塊根発病度では PA+DZ３０kg／１０a区

で PE+CP３mL／穴区とほぼ同等の高い防除効果が認め

られた。また，PA+DZ２０kg／１０a区及び PE+DZ３０kg／

１０a区では，PE+CP３mL／穴区よりわずかに塊根への

発病が多かった。一方，PE+DZ２０kg／１０a区では防除効

第４図 低透過性フィルムとクロルピクリン剤を併用したサ
ツマイモ立枯病に対する防除効果
注１）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム
CP：クロルピクリン剤（９９．５％液剤）

注２）バーは標準誤差（SE）

第５図 低透過性フィルムとクロルピクリン剤を併用したサ
ツマイモ立枯病の防除効果（総塊根重）
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム
CP：クロルピクリン剤（９９．５％液剤）

第６図 被覆フィルム別によるクロルピクリンマルチ畦内消
毒におけるダゾメット粉粒剤のMITC畦内濃度の推移
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム
DZ：ダゾメット粉粒剤（９８．０％）
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果は認められるものの他の試験区や対照区と比較してや

や劣った（第７図）。

総塊根重では被覆資材に関係なく，PA+DZ２０kg／１０a

区と PE+DZ２０kg／１０a区がやや低かった。健全塊根重で

は，PA+DZ３０kg／１０a区が PE+CP３mL／穴区とほぼ同

等であり，次いで PE+DZ３０kg／１０a区であった（第８図）。

また，達観調査ではあるが，DZ剤を処理した４つの試

験区では被覆資材及び処理量に関係なく，塊根が紡錘形

よりもやや長くなる傾向が認められた。

考 察

サツマイモ立枯病は１９４０年にアメリカで Person and

Martin１０）により分離，同定の結果，Streptomyces ipomoeae

（Person et Martin）Waksman & Henriciが病原菌であ

ることを証明した。それまでは，病原菌が不明であった

ため，日本各地では本病と思われる症状は，根腐黒斑症８），

根腐れ立枯れ及び塊根かいよう症状２１），かいよう病９）等

と呼ばれていた。その後，鈴井ら１５），１６）により病原菌が明

らかにされ，サツマイモ立枯病と提案された。本県では

１９９１年に貞野ら１１）が塊根の黒斑症状部分から本病原菌で

ある放線菌を分離し，病原性を確認することで，本病が

発生していることを明らかにした。現在，本県で発生し

ている症状の多くは茎部，塊根部とも病斑が認められる

ことから，本菌による立枯病が主な原因であると判断さ

れている。

徳島県では福西４），５）が本病の病原菌が特定される以前

から本症状に対してクロルピクリン剤（以下，CP剤）

でのくん蒸処理が最も有効であることを見いだし，畦立

て，CP剤注入及び被覆作業を同時に行うマルチ畦内消

毒法を確立した。一方では，CP剤の微生物に対する影

響についてはいくつかの報告１），２），３）があり，特に硝化菌，

放線菌，糸状菌に対して強い抑制効果を示すことが報告

されている。このため，本消毒法が安定的な効果を発現

した背景には，CP剤が本病の病原菌である放線菌に対

し，高い抑制効果を示し，処理後も放線菌の回復が著し

く遅れるためであると推察される。

本消毒法は CP剤処理と同時にポリエチレンフィルム

（以下，PE）での被覆を行うため，ガス化した CP剤

の放出が少ない技術である。しかし，近年は本消毒法が

一時期に集中的に行われたり，４月以降の地温が上昇す

る時期に行われることがあるため，CP剤の刺激臭等に

よる周辺への悪影響が懸念され，住宅地近辺での防除体

系の見直しが必要となった。そのため，谷・林１９）は生産

現場で慣行的に使用されている厚さ２０μmの PEを３０μm

にすることにより，CP剤注入１５０分後までは透過量を

５０～６０％に抑制できると報告した。しかし，処理後の被

覆資材表面からの CP剤総透過量ついては不明であるこ

と，CP剤の被覆資材透過性は温度に強く影響されるこ

とから，ガス化した CP剤の畦表面透過を被覆資材の厚

さを変更するだけで抑制することは困難であると考えら

れる。一方，処理後の CP剤は畦間からはほとんど検出

されない２０）ことから，畦表面からの透過を効率よく抑制

する被覆資材が必要であると考えられた。

そこで，臭化メチル剤の大気中への放出を制限するた

第７図 低透過性フィルムとダゾメット粉粒剤を併用したサ
ツマイモ立枯病に対する防除効果
注１）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム

CP：クロルピクリン剤（９９．５％液剤）
注２）バーは標準誤差（SE）

第８図 低透過性フィルムとダゾメット粉粒剤を併用したサ
ツマイモ立枯病の防除効果（総塊根重）
注）PA：低透過性フィルム，PE：黒色ポリエチレンフィルム
DZ：ダゾメット粉粒剤（９８．０％）
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めに開発された低透過性フィルム（以下，PA）に着目

し，本県砂地畑における CP剤のガス透過抑制効果とサ

ツマイモ立枯病に対する防除効果を検討した。

その結果，畦表面からの CP剤透過量の平均値は，PA

被覆時で PE被覆時の約１／１８量であり，計測時最大約

１／４０量まで抑制された。このことは田中ら１７），１８）の臭化

メチル剤を用いた同様の試験結果と一致した。一方，島

本ら１２）はフィルム内最高温度が６８．０℃に達する高温条件

下では PA被覆時の臭化メチルガス透過量は PE被覆時

の約１／１０量になる場合があると指摘しているが，今回

の試験では畦表面から１５cm下の温度は PA区で最高

４１．６℃であったため，PAのガス透過抑制条件としては

適当な地温であったと推察される。このことより，PA

被覆は CP剤の畦表面透過量を抑制する技術として極め

て有効であると考えられた。

また，畦内の CP剤濃度は，PA+CP２mL／穴区と PA

+CP３mL／穴区で，処理２４時間後に最大量を検出したが，

PE+CP３mL／穴区では処理８時間後から畦内濃度の上

昇がほぼ横ばいになっていた。今回の試験では CP剤の

畦表面からのガス透過量は PE+CP３mL／穴区で処理２４

時間後，PA+CP２mL／穴区と PA+CP３mL／穴区で処

理８時間後が最大になることから，砂地畑圃場で PE被

覆の場合，処理８時間後以降にガス化した CP剤は畦内

でガス濃度が飽和状態になり，フィルム表面を透過，放

出されていくものと推察された。一方，PA被覆の場合

は，処理８時間後以降でも畦表面からガス化した CP剤

がほとんど放出されず，畦内に残存し続け，処理２４時間

後に最大量になるものと推察された。また，PA+CP１

mL／穴区では CP剤の畦内濃度が処理３時間後以降ほぼ

横ばいで，最大でも他区より約１／３程度の濃度で推移

し，処理４８時間後以降，他区と同様に減少した。

PA被覆による本病に対する防除効果は CP剤の処理

量に関係なく，対照とした PE+CP３mL／穴区とほぼ同

等の高い防除効果を示した。砂地畑での本病に対する防

除効果は PEで被覆した場合，CP剤の１mL／穴処理で

は CP剤の２mL／穴や３mL／穴処理よりも効果が劣ると

の報告６）があるが，PAで被覆することにより，CP剤の

１mL／穴処理でも畦表面から透過する CP剤の量が少な

く，本病防除に十分な濃度で畦内に拡散し，防除効果を

向上させることができるものと推察された。このことは

砂地畑でのメロンに対するネコブセンチュウの防除に

PAを用いた場合，クロルピクリンテープ剤の薬量を１

／３程度に削減できるということ１３）と，ショウガの根茎

腐敗病に対する臭化メチル剤では２／３程度まで防除効

果が認められる１２）こと等が報告されている。

したがって，PA被覆であれば，ガス化した CP剤が

畦表面から透過しにくく，畦内に残存しやすくなるため，

本病防除に必要な薬量を慣行の１／３量（通常３mL／穴）

まで削減できると考えられた。

さらに，ダゾメット粉粒剤（以下，DZ剤）は，刺激

臭等の問題はないものの，PE被覆では効果が不十分で

あるため，PAを用いることによる本病防除効果の向上

を検討した。その結果，ガス化した DZ剤の有効成分で

あるメチルイソチオシオシアネート（以下，MITC）の

畦内濃度の推移は DZ剤の処理量や被覆資材の種類に関

係なく処理４８時間後に畦内濃度が最大となったが，畦内

濃度は PA被覆の方が高かった。また，畦内のガス濃度

の減少量も PA被覆の方が緩慢であった。今回の試験で

は DZ剤の畦表面からのガス透過量は計測しなかったが，

CP剤の場合と同様，PAでは畦表面からほとんど透過

せず，畦内に残存し，後からガス化した DZ剤が畦内濃

度を高めるものと推察された。DZ剤の防除効果は PE+

DZ２０kg／１０a区が対照とした PE+CP３mL／穴区よりも

やや劣る効果であった。その他の区では対照とほぼ同等

の高い防除効果が認められたが，発病茎率で PE+DZ３０

kg／１０a区がやや劣っていた。砂地畑のサツマイモ立枯

病に対する DZ剤の防除効果は CP剤処理に比べて低い

との報告７）があるが，PAで被覆すると対照とした PE+

CP３mL／穴区とほぼ同等の防除効果が認められた。篠

崎ら１４）はイチゴ萎黄病を対象に PAを用いることにより，

DZ剤の防除効果が向上すると指摘しており，本病につ

いても DZ剤の防除効果は PAと併用することにより向

上すると考えられた。

以上の結果から今回使用した PAを被覆資材として用

いることによりガス化した CP剤の畦表面からの透過速

度を著しく抑制し，薬量を慣行の１／３量まで下げるこ

とが可能であること，また，砂地畑における DZ剤の本

病防除効果を向上させることが可能であると考えられた。

しかし，PAの厚さは４０μmであるため，生産現場で慣

行として用いられている PEの２０μmより厚く，重いこ

と，半透明であるため，雑草が畦表面に生えること，PE

より破損し易いこと，高価であること等の欠点がある。

一方，これらの欠点を補うような新素材フィルムの開発

も進められているため，今後，PAと同等の有望な資材

の開発が望まれる。

摘 要

マルチ畦内消毒時の被覆資材として，低透過性フィル

ムを用いてガス化したクロルピクリン剤の放出抑制効果
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とサツマイモ立枯病に対する防除効果及びダゾメット粉

粒剤の同病に対する防除効果の向上を検討した。

１．地温の推移は PA区の方が PE区よりも高く推移し

た。

２．畦表面から大気中へのガス化した CP剤の放出量は，

PA利用で PEの約１／６から最大で約１／４０の抑制量

であった。

３．サツマイモ立枯病に対する防除効果は PA区では

CP剤の処理量に関係なく対照とした PE+CP３mL／

穴区とほぼ同等の高い防除効果を示し，収量も対照と

ほぼ同等であった。

４．DZ剤のMITC畦内濃度は処理量に関係なく，処理

４８時間以降，PA区が PE区より高く推移した。

５．サツマイモ立枯病に対する防除効果は PA+DZ３０kg

／１０a区で対照の PE+CP３mL／穴区とほぼ同等の高い

防除効果が認められた。収量では，PA+DZ３０kg／１０a

区が対照とほぼ同等であり，次いで PE+ DZ３０kg／１０a

区であった。
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りサツマイモの潰瘍病と防除．今月の農薬，２０（８）：

７６～７９．

５）福西 務（１９７７）：土壌くん蒸剤のマルチ畦内消毒

による土壌病害防除Ⅰクロルピクリンくん蒸による土

壌消毒の効果と薬害に関する基礎的調査．徳島農試研

報，１５：３３～４２．

６）金磯泰雄（１９９８）：各種資材のサツマイモ立枯病に

対する発生抑制効果とこれら資材の併用によるクロル

ピクリン剤施用量の低減化．徳島農試研報，３４：１４～２２．

７）金磯泰雄（１９９９）：サツマイモ立枯病に対する各種

薬剤の防除効果とダゾメット粉粒剤の実用性．徳島農

試研報，３５：２６～３３．

８）牧野孝宏・中村秀雄・森田 傳（１９７８）：サツマイ

モ根腐黒斑症状（仮称）の防除．関東病虫研報，２５：

５４～５５．

９）小川 奎（１９８４）：サツマイモの土壌病害と塊根異

常症．農業および園芸，５９：６７～７２．

１０）Person, L.H. and Martin W.J．（１９４０）：Soil rot of sweet

potatoes in Louisiana. Phytopathology．３０，９１３～９２６．

１１）貞野光弘・広田恵介・河本征臣・土屋建一・鈴井孝

仁（１９９１）：徳島県の砂地畑における Streptomyces

ipomoeae によるサツマイモ立枯病の発生．日植病

報，５７：４３３～４３４（講要）．

１２）島本文子・市原 勝・奴田原誠克・竹内繁治

（２０００）：土壌くん蒸時における臭化メチル放出量調

査と低透過性フィルムによる放出抑制．高知県農技セ

ンター研報，９：２５～３５．

１３）清水恵美・増田大祐・西村康平・橋本 尚（２００６）：

砂丘地における土壌消毒後のガス難透過性フィルムの

利用がメロンのネコブセンチュウの発生抑制に及ぼす

影響．石川農総研センター研報，２７：２５～３１．

１４）篠崎 毅・松崎幸弘・安永忠道（２００３）：臭化メチ

ル代替技術によるイチゴ萎黄病の防除．愛媛農試研

報，３７：２７～３４．

１５）鈴井孝仁・宮下清貴・工藤和一・鬼木正臣（１９８６）：

Streptomyces ipomoeae によるサツマイモ立枯病（新称），

日植病報，５２：５０５（講要）．

１６）鈴井孝仁（１９８７）：サツマイモ立枯病とその病原菌．

植物防疫，４１：３０７～３１１．

１７）田中 茂・関 幸雄・中村幸二・小松 仁（１９９６）：

プラスチックシートを用いた臭化メチルの透過試験

（第２報）圃場試験．日本農薬学会誌，１３１（講要）．

１８）田中 茂・鈴木清志・山本 純・倉辻孝俊・宮内博

幸・今宮俊一郎・関 幸雄（２０００）：オルガロイフィ

ルムによる土壌くん蒸剤（クロロピクリン，MITC，１，３－

D）の透過性能．日本農薬学会誌，２５：８２（講要）．

１９）谷 博・林 捷夫（１９９６）：砂地畑におけるクロ

ルピクリンの拡散（第１報）フィルムの厚さ，種類等

処理条件がクロルピクリンの透過性に及ぼす影響．徳

島農試研報，３２：５４～５８．

２０）谷 博・林 捷夫（１９９６）：砂地畑におけるクロ

ルピクリンの拡散（第２報）マルチ畦内消毒における

畦表面および畦間からの拡散と土壌中拡散．徳島農試

研報，３２：５９～６３．

２１）千葉恒夫・下長根鴻・祝迫視志・松田 明（１９８２）：

サツマイモ根腐立枯れ及び塊根かいよう症状のクロル

ピクリン剤による効率的土壌消毒法．関東病虫研報，２９：

４６～４８．

－５１－
土壌くん蒸剤のマルチ畦内消毒における低透過性フィルムを利用したガス透過抑制と

サツマイモ立枯病に対する防除効果の向上
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